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1は じめ に

1.研究 目的

京都市 にお ける小学校の歴史は明治2年 に創設 された64の 番組小学校に遡ることがで

きる。学制の発布 に先立って創設 されたこれ らの小学校群は 日本初の小学校であるといわ

れている。 また、番組小学校の設立には当時の京都の町衆が深 く関わってお り、京都市に

おいて地域 と小学校のつなが りはその設立 当時か ら強かった といえる。その伝統は現在ま

で続いてお り、市内には現在 も以前の学区に基づいた元学区 と呼ばれ る地域的つなが りが

残 っている。 これ らは 自治連合会な どの単位 となっているほか、国勢調査や住民基本台帳

においても統計の単位 のひ とつ となっている。

こうした京都市の中心部において、1992年 以降、複数 の小学校 が相次いで統合 され、

31校 の小学校が閉校 し、9校 の小学校が開校 した。 このよ うな大規模な統廃合 を行 った背

景には、都心部の ドーナツ化 による人 口減少 と、それによって起こった児童数減少 による

小学校の小規模校化があった といわれ る。1992年 に始まったこの一連 の統廃合 は約20年

とい う期 間(さ らに2010年 統合の下京渉成小学校 を除けば、統廃合 が行われた期間は

1992年 ～1997年 の6年 間)に 集 中してお り、これ は京都市の小学校史 においても非常に

大規模な変化 である といえる。

しか し、統合が行われてか ら数年後、統合によって開校 した小学校 のなかに、児童数が

増加す る小学校が現れ始 めた。2007年10月8日 の京都新聞は、上京 区の統合小学校であ

る西陣中央小学校が児童数の増加 により教室確保に苦心 している現状を報 じた。西陣中央

小学校では予備 に作 っていた空き教室は全 て埋ま り、多 目的室やメデ ィアルーム、図書室

などの特別教室 を普通教室に転用 してこれ に対処 した とい う。同記事では中京区の統合小

学校 である御所南小学校、高倉小学校 でも、同様に児童数が増加 していることが報 じられ

た。

また、同紙の2012年11月28日 、12月18日 の記事では中京 区の御所南小学校 が児童

数増加に ともない校 区を分離す る予定であることが報 じられた。同校では教室不足が深刻

化 し、2011年 度には運動場 にプ レハブの教室棟 と給食棟 を建設 、特別教室用に隣接する民

間 ビル も購入 したが児童数の増加が続 き、2012年 、京都市共育委員会に対 し、統合によっ

て閉校 した上京 区の春 日小学校跡地に新校舎 を建設 し、春 日 ・銅駝の2学 区を中心に新校

舎に通 うこととす る通学区分離を求める要望書を提出 した とい う。新校舎の開校 は2016
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年 を予定 してお り、現在まだ御所南小学校区は分離 されていないが、統合後の児童数増加

によ り統合校が再び分離す るとい う事例 が発生 しつつある現状である。

以上のことを踏まえ、本研 究は京都市都心部において1992年 以降行われた一連の小学

校統廃合によって開校 した小学校の、その後の児童数増加 の現状 について検証 し、その背

景を明 らかにすることを目的 とす る。全体の流れ としては、ll章 で学校統廃合 についての

先行研究 を整理す るとともに、学校統廃合の理 由とされ る 「小規模校」の定義 について述

べる。皿章では1992年 以降京都市都心部で行われた一連の小学校統廃合 の流れを統合後

の小学校 ごとの単位で確認 し、その特徴を明 らかに し、IV章 では統合前後 の小学校 の児童

数や国勢調査統計 区ごとの統計などを用いて、これ らの統合小学校の開校後の児童数増加

の実態を把握す る。V章 で児童数の増加 と関係が深い と考え られ る人 口の都 心回帰現象 に

ついての先行研 究を確認 した うえで、京都市都心部の分譲マンシ ョンの発売戸数の推移 と

小学校の児童数の変化 を比較 し検討す る。VI章 では京都市における学校統廃合 の新 しいか

たち として施設一体型 ・併設型の小中一貫校の新設 について述べ、W章 で研究全体の総括

を行 う。

2.研究対象地域 と研究方法

本研究は京都府京都市 において都心3区 とも呼ばれ る上京区 ・中京区 ・下京 区を主な研

究対象地域 とす る。 この地域 は明治2年 に前述の 日本最初 の小学校群である番組小学校が

開校 した地域 であ り、1992年 か ら2010年 にかけてその番組小学校の流れをくむ31校 の

小学校が統廃合によって閉校、9校 の新統合校が開校 した地域でもある。本研究では参考

として先行研究の文献を使用するほか、各小学校の統廃合過程 を知 るために、閉校 した小

学校 の閉校記念誌や京都市教育委員会 のウェブサイ トを参照 した。また、児童数の変化を

調べ るために京都市の教育調査統計および国勢調査 の結果 を参照 したほか、分譲マンシ ョ

ンの発売記録 については不動産経済研究所編 『全国マ ンシ ョン市場動向』(各 年版)を 用

いた。
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11学 校 統 廃 合 に つ い て

1.学校統廃合に関する先行研究

我が国における学校統廃合 については教育学をは じめ地理学 ・法律学 ・建築学な ど様 々

な分野において研究の対象 となってきた。

戦後の 日本 における小学校統廃合政策について若林(2008・2013・2014)は これを三

つの段階に分 けられ ると述べ、第一段階は1953年 か らの町村合併政策、 とりわけその後

始末 としての1956年 の 「新市町村建設促進法」 を契機 としたもの、第二段階は1970年 の

「過疎地域対策緊急措置法」のもとで過疎化が深刻化する農 山漁村で広範 に進行 したも

の、第三段階は平成 に入って1990年 代か ら顕在化 し始めた、少子高齢化段階における全

国的 な統合問題であるとした。また、葉養(2009)は 小学校密度 と学校規模 について、我

が国の小 中学校配置政策の焦点が、大規模校問題か ら小規模校問題 にシフ トしてい ると述

べた うえで各 自治体の教育長 の政策意識に関す るアンケー トを行い、その結果 「学校 の適

正規模」の判断理由に教育的観点を優先 させ る回答 が多 く見 られることか ら小学校統廃合

の意思決定過程全体が即政治過程 と一括できるかど うかについては疑問が残 るとしてい

る。

しか し、一方で2000年 以降の学校統廃合 に関する研 究を整理 した新藤(2013)は 、学

校統廃合 問題 は、生徒 ・児童数の減少 とい う人 口問題の様相をま といなが ら、その実は財

政問題であることが明 らかであるとしてお り、また後述の渡辺(2013)も 学校統廃合の大

きな理 由として財政的要因を挙げている。学校統廃合の議論の出発点を児童 ・生徒数 の減

少に求めることは共通 しているが、その主なる要因を政治的、財政的なもの とす るか、児

童 ・生徒 の教育上の問題 とす るかについては研究者 間に意見の相違がみ られ る。

また、渡辺(2013)は 法律学の立場か ら近年の統廃合 に関わる裁判例を検証 し、それぞ

れのケースに関 して請願権 と表現 の自由の関係 、住 民 自治 にっいて考察 し、佐藤i(2009)

は学校の小規模化 と学校統合 による通学区域の拡大化 とい う二つの現象が学校 と地域 ・家

庭 との連携 に及 ぼす影響 を事例に基づいて明 らかにし、また家庭 ・地域連携 に関す る政策

である学校運営参画制度 と学校支援事業の二つについて、その有効性を考察 した。上記二

つの研究は、学校 の統廃合 と地域 ・家庭 との関わ りについて考察 している点で共通 してい

る。

これ らの先行研 究を整理す ると、1990年 代以降の学校統廃合は少子化等による児童 ・生

徒数 の減少による各校の小規模校化がその発端であ り、児童 ・生徒の教育問題 としての側
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面 と、小規模校 を統合す ることで財政の効率化をはかる財政問題 としての側面があること

が分かる。 この二つの側面の どち らが学校統廃合の要因であるかは研 究者間で意見が分か

れているが、現実には小規模校にお ける教育問題 と財政の非効率 とい う財政問題 を同時に

解決す る方法 として学校統廃合は存在す るといえるだろ う。また、廃校 になる学校および

統合後の広い通学区を持つ新 しい学校 と、地域 ・家庭 との関係 にも統廃合を通 して変化が

起 こ り、時にはそれが具体的問題 として表面化 し、裁判に至 るケースもある。

本研究で取 り上げる京都市における学校統廃合 に関す る先行研究には、小学校統合後、

閉校 した小学校 の跡地利用 に関する研 究がみ られた。花岡(2008)は 当時における京都市

のそれ らの跡地利用を分類 して示 した上で具体的な事例 として京都市中京区の小学校統廃

合お よびその跡地利用 を紹介 し、 さらに番組小学校についてその基盤 である町衆の歴史 を

成立時期である戦国時代か らたど り、それ らと自治 との関係について考察 し、番組小学校

を現在 におけるコミュニテ ィスクールの発端であるとした。

能勢(2008)は 京都市にお ける小学校の跡地利用の特徴を、その利用計画策定プロセス

の分析か ら、廃校跡地 をいかに利用す るかの原則 と策定プロセスの指針 が決 め られてい る

こと、その利用が広域的な視 点か ら都 市活 性化にっなげる公共施設への転用 か校区コミュ

ニテ ィ施設 として活用するかに限定 してい ることであるとし、住民参加 の度合いが他 の政

令指定都市に比べて高いこ とを明 らかに した。また、この 「京都方式」は番組小学校 の時

代か ら続 く、学校 と地域の濃密な関係 がなせ る部分が大 きい と考察 した。

古賀 ほか(2012)は 京都上京 区 ・中京区 ・下京区において元学 区単位で人 口動態を把握

し、跡地活用 との関係 を検討 し、少子高齢化 の影響を受 けて幼稚園や学校 よりも高齢者施

設が多 くなってい ること、 しか し教育施設が少ないわけではな く、児童館や子育て支援施

設、図書館 、養護学校のほか、市街地に近い学 区では ミュージアム としての活用 も行われ

てい ることを明 らかに した。

また、藤村(2010)は 京都市における学校統廃合 は学校改革の推進 に大きな役割 を果た

しているとして3つ の事例を取 り上げ、教育開発 とい う観点から考察 した。松尾(2013)

は過小規模校の解消における紛争回避 についての研究の中で、統廃合にお ける校舎位置の

配慮について京都市下京区の事例を、統合の際に 「新 しい教育」を打ち出す例が多い とし

て、東 山区に新設 された小 中一貫校である 「開晴小 ・中学校」の事例 をあげている。
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2.小規模校の定義

近年 の小学校統廃合が児童数 の減少による小規模校 の増加 を背景 としていることはすで

に述べた。では、小規模校の基準は どこに引かれ るべ きだろ うか。 その定義についてここ

で明 らかに してお く。

小規模校 とは適正規模 を下回る規模の学校 であると考 えることができる。葉養(1993)

は、学校の適正規模 は児童 ・生徒数 の適正範 囲と学級数の適正範囲 との両面か ら定義でき

る と述べた上で、い くっかの法令や答 申を列記 している。 しか しその上で実際に就学者数

の著 しい減少傾 向に直面 している自治体ではこれ らの初基準にこだわ らず教育条件 として

の学校規模 について考 えざるを得な くなるとしてい る。

葉養 の列記 したもの とは異なるが(葉 養の示 した法令のいくつかは現在すでに改正 ・削

除 されている)、 学校の適正規模 に関係する国の法令 としては二つ あげることができる。

一つ 目は学校教育法施行規則で
、 ここでは 「小学校の学級数は、十二学級以上十人学級以

下を標準 とす る」(第41条)と されている。二つ 目は義務教育諸学校施設費国庫負担法施

行令で、適正な規模 を 「学級数がおおむね12学 級か ら18学 級までであること」(第4

条)と 規定 してい る。 このことか ら、国における適正規模 の基準は12学 級～18学 級であ

ることがわか る。 よって、それ以下の規模の学校が 「小規模校」 となる。

本研究で取 り上 げる京都市については、小学校統廃合政策のきっかけとなった京都 市教

育委員会配布の冊子 『学校は、今……』1988年 発行)の 中で 「小規模校」 を学級数が6

～11学 級の小学校 を指す文部省資料 に基づ く分類であるとしている。また、 どの学年 も一

学級の学校で20人 未満 の学級がある学校をさらに 「少人数校」 と定義 してい る。また、

この冊子が配布 された後、各学校 にPTA・ 自治連等 関係者で構成す る 「検討委員会」が設

置 され ることになったが、その際、児童数が150人 未満 の12校 に対 しては必ず設置する

こ ととし、その他は任意設置 とされた。 よって1988年 当時の京都市にお ける小規模校の

基準は6～11学 級であ り、その中でも児童数150人 を一っの基準 とし、それ未満の小学校

を特に対策が必要な学校であると認識 していた ことが分かる。
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皿 京 都 市 に お け る 小 学校 統 廃 合

京都市教育委員会の ウェブサイ トの記述による と京都 市における小規模校問題への本格

的な取組 みは昭和60年 代前半に始まった。同 ウェブサイ トによる と京都 市の児童数 は

1987年 度には1958年 度 のピー ク時に比べて約67%ま で減少 してお り(図1)、 特 に市内

中心部(上 京区 ・中京区 ・下京 区)で はピーク時の約25%ま で激減 した。そのため小学校

の大半が小規模校(学 級数が6～11学 級)と な り、教職員や保護者 から問題点が指摘 され

は じめ、取組みがスター トしたのだ とい う。 これ は前述の若林(2008・2013・2014)の

学校統廃合 の時期の分類 に当てはめると、第三の時期 に重 なる。市中心部の児童数の減少

の原因 としては、全国的に進行 してい る少子化に加 え、都心部 の ドーナツ化現象による人

口減があげ られ る。

この初期 の取組みの中で重要なのが、京都市教育委員会が配布 した冊子 『学校は、今…

・』である
。 この冊子は1988年2月 に上京区 ・中京区 ・下京区の26校 の小規模校の関係

者 に対 して配布 されたものである。その後の統合 の結果、閉校 した多 くの小学校の閉校記

念誌にも、統合 の議論の始 ま りとして この冊子に関す る記述があ り、この冊子の配布 が実

質的に京都市 にお ける一連 の統廃合議論 のきっかけであるといえる。

『学校は、今 ……』の内容 を見 ると、まず序盤 で京都市における小規模校 の増加 を明 ら

かにし、そ して小規模校の利 点 とその裏 に存在す る問題点、その問題 を解決す るために現

在行われてい る取組みな どが紹介 されてい る。内容の比重 としては小規模校 における問題

点の紹介に多 くの誌面が割かれてお り、最後 は 「小規模校 問題 について、皆様方のご意

見、 ご提言 をお寄せ下 さい。」 と大 きい字で締 め くくられている。

これ らのことか ら、この冊子 の配布の 目的は小規模校 において起こ り得 る諸問題 の関係

者への周知 と、それに関す る議論の促進 であった と考えられ る。 この冊子が配布 された

後、当時児童数 が150人 未満 であった12校 にはPTA・ 自治連等関係者で構成す る 「検討

委員会」が必ず設置 されることにな り、その他の学校 については任意での設置 となった。

また、検討委員会を中心に各校で統合 に関す る議論 が行われるなか、小学校校長会の小

規模校特別委員会か らは統合す るとした場合 の目指すべ き学校像である 「モデル校構想」

や、京都市教育委員会か らは市中心部の小規模校 の児童数 の推移や学校 間距離な どの数的

データ集である 「参考資料」な どが配布 され、それ らの議論に役立てられた。

その後は、各小学校で小規模校問題解決についての議論 が進 め られ、その結果、現在ま

でに31校 の小学校がそれぞれ近隣の小学校同士で統合、9校 の統合小学校 が新たに開校 し
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た。(表1)。 それ らの統合 の結果、2014年 現在 の上京区 ・中京区 ・下京区の通学区域はそ

れぞれ図2・ 図3・ 図4の よ うになってい る。

本研究はこれ ら9校 の統合小学校 を主な対象 として検証を進 めていく。以下では9校 の

統合小学校の前身 となった各小学校の閉校記念誌の記述などをもとに 『学校は、今 ……』

の配布か ら各校の統合までの流れ を整理す る。 なお、以下では校名 に 「～小学校」 「～

小」 「～校 区」 「～学 区」 と付 く箇所があるが、原則的 に 「小」 「小学校」 「校 区」が付 され

た ものは現行 の制度 における小学校を、 「学区」 と付 くか校名 のみで示 した ものは同名 の

元学区のまとま りを指す もの とす る。

①西陣中央小学校

西陣 中央小学校は成逸小学校 ・西陣小学校 ・桃薗小学校 ・聚楽小学校 の4校 が統合 して

で きた小学校 で、1997年 に開校 した。『学校は、今……』の配布後、4校 はそれぞれ 「小

規模小学校検討委員会」を組織 し、話 し合いが行われた。1990年 、上京小規模校問題検討

会会長代表者会議が開催 され、 この席 で今後は堀川通 りを境 に東西 のブロックで分かれて

話 し合いを行 うことが提案 された。そこで成逸 ・西陣 ・桃薗 ・聚楽の4校 で 「堀川西4学

区協議会」(以 下 「協議会」)が つ くられ、各学校の持 ち回 りで協議会を開催することが決

まった。

1992年7月10日 の協議会で 「平成9年 度、4校 が桃薗小学校跡地に新設校で統合す る

こと」が決ま り、同年12.月18日 、協議会か ら京都市教育委員会に対 して統合に関す る要

望書が提 出された。1993年9月 には統合校の校名 を 「京都市立西陣中央小学校」に決

定。1995年4月 、要望書に従って桃薗小学校 の敷地 に新設校の校舎を建設す るための第

一次統合 として旧西陣小学校地において西陣小学校 と桃薗小学校が統合 し
、西陣桃薗幽小学

校 となった。その2年 後の1997年 に西陣桃1菊小学校 と他の2校 が統合 され、旧桃薗小学

校跡地において西陣中央小学校が開校 した。

②新町小学校

新町小学校は小川小学校 ・中立小学校の2小 学校が統合 した小学校で、1997年 に開校

した。『学校 は、今……』配布後、2校 はそれぞれ 「小規模小学校検討委員会」を組織 し、

1990年 、前述 の上京小規模校問題検討会会長代表者会議 において、小川 ・中立 ・旧滋野学

区か らなる堀川東ブロックが結成 された。 旧滋野学区は1948年 に滋野小学校が中学校に

7



なってか ら、学 区内の児童が異なった小学校 に通学 してお り、後に出された要望書の前文

には同学区の児童が同一校に通学できることを 「永遠の夢の実現」 とうたっている。

1993年9月 、3学 区統合推進委員会で3学 区の統合が合意 され、同年10月29日 、京

都市教育委員会 に対 し、堀川東ブ ロック3学 区統合推進委員会による要望書が提出 され

た。要望書 に従い1994年 、本統合校名 を 「新 町小学校」、小川小学校跡地 に新校舎 を建設

す るための第一次統合校名 を 「小川 中立小学校」 とす る地元案が決定。1995年4月 に旧

中立小学校 の施設において小川 中立小学校 が開校 し、1997年4月 、 旧小川小学校跡地に

おいて新町小学校が開校 した。

③二条城 北小学校

二条城北小学校は出水小学校 ・待賢小学校 の2校 が統合 してできた小学校で、1997年

に開校 した。『学校 は、今……』 の配布後、待賢小学校 では 「待 賢小学校統合問題委員

会」が設置 された。会 は後 に 「待賢小学校 を守 る会」「待賢小学校統合問題検討委員会」

と名を変 えたが、統合 に関す る議論 は続 けられていった。そ うしたなか、待 賢校区の元滋

野学区児童 が前述の新町小学校 に通学す ることとな り、1997年 度の待賢小学校の児童数が

110人 前後 となることが予想 され、待賢小学校側では統合が必要である とい う方向が固ま

り始めた。

1992年8月21日 、待賢小学校PTAは 総会 において 「出水小学校 との統合」を決議

し、 この決議 を持 って1995年11月 に待賢住民福祉連合協議会会長 が出水住民福祉連合協

議会に対 し統合の申し入れ を行 った。出水小学校 は1995年 時点で児童数359名 の規模で

あったが、今後 もなお児童数の減少が続 き単級の学年が出てくると予想 され ること、待賢

小学校 と統合すれ ば進学す る中学校 も同 じであ り、 当分適正規模が保て ることなどの観点

か ら統合することが望ま しい との結論 に達 し、1996年2月29日 のPTA総 会で待 賢小学

校 との統合を決定 した。

また同年3月15日 の住民福祉連合協議会の総会において も出水小学校 と待賢小学校の

統合が確認 された。統合に向けて出水小学校側で も 「出水校統合推進委員会」が設置 さ

れ、1996年3月 には待賢小学校 と出水小学校が統合す ることについて両学区が合意する

に至 った。同年4月 、両校関係者 によって 「出水 ・待賢統合推進合 同委員会」が設置 さ

れ、5月23日 には京都市教育委員会へ待賢小学校 と出水小学校 の統合についての要望書が

提出された。新 しい校名は住民のアンケー ト等 を参考に して選定 されたものが市議会で審
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議決定された。1997年4月 、要望書に従って旧出水小学校の施設 を使 って二条城北小学

校が開校 した。

④御所南小学校

御所南小学校 は富有小学校 ・竹間小学校 ・梅屋小学校 ・龍池小学校 ・春 日小学校の5校

が統合 してできた小学校 で、1995年 に開校 した。『学校 は、今……』の配布後、5小 学校

はそれぞれに小規模校問題検討委員会を設置 し、小規模校問題解決 についての議論 を始 め

た。各校の小規模校問題検討委員会 は議論やア ンケー トの実施 な どを行 った結果、各小学

校で統合 を推進す る方向性が定まった(梅 屋小学校のみ閉校記念誌 が発行 されていないた

め詳細不明)。

1991年5月 、御所北ブロックの会合で"具 体案 を京都市教育委員会に提示 してもらう

こと"に 賛成する地域が多 くなった。京都市教育委員会は、御池北ブロック検討委員長等

協議会を招集 し、統合案 『御池北地域5校 が富有小学校 の跡地で新校名の もとに統合する

こと』を示 し、地元で検討す ることを要請 し、それ を受 けて各校の小規模校 問題検討委員

会 が会合 を持 った。

統合校の建設予定地である富有小学校 と竹 間小学校 の検討 当委員会 は要請に同意 し、2

校 が暫定的に統合 し、竹間小学校に2校 の統合校 を作 るこ とを決定 した。春 日小 ・梅屋小

の2校 も議論の結果 この要請 に同意 した。龍池小学校は当初、烏丸通 りよ り西の1校 との

統合 を想定 していたがこれを断念せ ざるを得ない と認識 し、御池北 ・南の両統合候補地の

どち らを選択す るかの検討 を行 った。10月17日 、龍池小学校 を除 く4校 で御池北ブロッ

ク小学校統合準備委員会が発足 し、統合についての要望書が京都市教育委員会 に提 出され

た。龍池小学校は11.月25日 、これ に遅れて正式 に参加 した。

1992年1月 には公募の結果 、統合校の校名 の地元案 を 「御所南小学校」 に決定。のち

に市議会で決定 された。同年4月 に一次統合校 「竹 間富有小学校」が 旧竹間小学校の施設

で開校。1995年4月 、旧富有小学校跡地 において御所南小学校が開校 した。

⑤高倉小学校

高倉小学校 は立誠小学校 ・生祥小学校 ・日彰小学校 ・明倫小学校 ・本能小学校の5校 が

統合 してできた小学校 で、1995年 に開校 した。『学校 は、今……』の配布後、立誠小 ・日

彰小 ・明倫小 ・本能小 には小規模校問題検討委員会が、生祥小学校 には 「よ りよい教育環
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境 を考 える会」が設置 され、各校 で小規模校問題 に関 して議論 ・検討を行った結果、5校

とも 「統合やむな し」 との結論に至った。

1991年4月 、御池通南ブロックの会合 で"具 体案 を京都市教育委員会に提示 してもら

うこと"に 賛成す る地域 が多 くなった。同年6月 、京都市教育委員会は御池南ブロックの

学 区民を招集 し、統合案 『御池南地域の学校が 日彰小学校 の跡地で新校名のもとに統合す

ること』を示 し、地元で検討す ることを要請 した。各校は検討 の結果 これに同意 し、同年

9月17日 、中京東支部南ブロック小学校統合準備委員会が発足 し、各校の小規模校問題検

討委員会および生祥校の 「よ りよい教育環境 を考える会」は解散 した。

同年10月17日 、京都市教育委員会 と合意書が交わ された。合意書には 「児童数 の減少

が激 しい現状 に鑑み新統合校の完成 を待たず、平成5年4月 か ら現有施設 を使用 しての一

次統合 を実施すること」 とい う内容が盛 り込まれた。1992年 、校名 の地元案 を 「高倉小学

校」に決定 し、1993年4月 には同意書に従 って立誠小 ・生祥小 ・日彰小 を統合 した高倉

東小学校が旧生祥小学校の施設で、明倫 ・本能 を統合 した高倉西小学校 が旧明倫小学校の

施設でそれぞれ開校 した。そ して1995年4月 、それ らを統合 し、旧日彰小学校跡地にお

いて高倉小学校が開校 した。

⑥洛 中小学校

洛 中小学校 は乾小学校 ・教業小学校の2校 が統合 してできた小学校で、1992年 に開校

した。『学校は、今 ……』の配布後、1988年 に乾小学校 ・教業小学校の地元ではそれぞれ

「検討委員会」 「教業小学校小規模校問題検討委員会」が設置 され、小規模校問題の解決

について議論がな され、乾小学校 と教業小学校の統合を 目指す とい う方針が双方の組織 内

で決定 された。

1991年5月11日 、乾小学校 において開催 された 「乾統合準備委員会」 において 「検討

委員会」が発展的に解消 し 「準備委員会」 とな り、同月21日 、教業小学校において も

PTA総 会で乾校 との暫定統合が決議 され 「統合推進委員会」が設置 された。1991年5

月、京都市教育委員会に2校 統合 の要望書が提出された。 同年7月 には新統合校名 の地域

案が 「洛 中」に決定 し、1992年4月 、要望書 に従い旧乾小学校 の施設を使 って洛 中小学

校が開校 した。

⑦洛央小学校
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洛央小学校 は開智小学校 ・豊園小学校 ・有隣小学校 ・修徳小学校 ・格致小学校の5校 が

統合 してできた小学校 で、1992年 に開校 した。『学校 は、今・・…・』の配布後、豊園 ・開

智 ・永松 ・有 隣 ・修徳 ・成徳の6学 区自治連合会 は、早期統合 を望む声が多数 を占めたア

ンケー トなど保護者の意向をふまえた上で、1991年 の秋 ごろか ら統合 の具体化について会

合 を重ね、1991年2月8日 の臨時総会 について関係4小 学校 における統合が決議 され

た。

また、4校 に隣接する格致小学校 も同 じ問題 を抱えていることか らこれに参画 したい意

思を表明 した。2月 末の6学 区 自治連合会の定例総会 でこれが承認 され、格致小学校 ・学

区を加えた5校7学 区による豊園校跡地での統合案 が地元で決まった。4月18日 には7

学区代表 による会合 を開き、1994年 の新校舎 による本格 スター トに先立 ち、新校舎の建設

期 間中、1992年4月4日 よ り有隣校舎 を使用 して統合 を実施す ることの最終確認がな さ

れた。1991年4月26日 、教育委員会に5校 統合の要望書が提出 された。

その後、7学 区の 自治連合会か ら各3名 ・5校 のPTAか ら各2名 ・5校 の校長 からなる

「統合促進委員会」が設置 され、統合 の具体的準備 に入った。7月19日 、新統合校名 の地

元案が 「洛央小学校」に決ま り、また、9月1日 付で5校 の校長を中心 として 「洛央小学

校解説準備委員会」が設置 された。1992年4月 、旧有隣小学校 の施設 を使 って洛央小学

校が開校 し、1994年4月 に旧豊園小学校跡地の新校舎に移転 した。

⑧梅小路小学校

梅小路小学校 は、安寧小学校 ・大内小学校の2小 学校が統合 してできた小学校で、1996

年に開校 した。『学校 は、今……』の配布後、安寧小学校では小規模校問題検討委員会が

結成 されたが、当時児童数が400を 超 える中規模校であった大内小学校では小規模校問題

の検討には至 らなかった。

その後、安寧校 の児童数は減少 を続 け、1992年 度には100人 を割 り、翌年には児童数

77名 とい う状態になった。 そこで1994年11月 、安寧小学校小規模校問題検討委員会に

おいて大内小学校 との統合推進が可決 され、同年12月 、大内小学校 に申し入れが行われ

た。 これを受けて大内小学校 は1995年2月 、大内自治連合会の総会 において統合 を確認

し、翌月の3月 には大内 自治連合会か ら安寧 ・梅蓬 自治連合会(安 寧小学校 の校区には元

学区である梅蓬学区が含まれ ている)へ 統合了承が回答 された。
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同月、大内 ・安寧 ・梅蓬の三学区関係者 によって 「大内 ・安寧小学校統合推進委員会」

が設置 され、統合 に向けての協議が進 められ、5月12日 、京都市教育委員会へ統合 につい

ての要望書が提出 された。6月28日 、統合校 の新校名案を 「梅小路小学校」に決定、後 に

議会で承認 された。1996年4月 、要望書に従 って、 旧大内小学校の施設 を使 って梅小路

小学校が開校 した。

⑨下京渉成小学校

下京渉成小学校は、菊浜小学校 ・稚松小学校 ・植柳小学校 ・崇仁小学校の4校 が統合 し

てできた小学校で2010年 に開校 した。その うち菊浜小学校 と稚松小学校は一連 の統合の

中でも最初期にあたる1992年 に統合 し、六条院小学校 として開校 してお り、その18年 後

に下京渉成小学校 として再統合 された。

まず、六条院小学校の統合 にっいて述べ る。『学校は、今 ・…・・』の配布後、菊浜小学校

と稚松小学校両校において 「小規模校 問題検討委員会」が発足 し、その後、 「検討委員会

は、PTAの 考えを大事に取 り上げていきたいので、PTAで 議論 してほ しい」 との申し入

れ を受 け、両校でその校名 を冠 した 「PTA小 規模校問題検討委員会」が設置 された。

1990年 には両校のPTA会 長会議を持 ち、両校で統合 を進めることに同意 し、1991年3

月18日 、両校のPTA総 会 において、暫定的に両校 を統合す ることに同意 され、同.月5月

31日 、2校 の代表によって統合の要望書が教育委員会 に提出 された。要望書では当時の稚

松小学校地において2校 の統合が行われ ること、また この統合は暫定統合 とされ、2校 統

合後、できるだけ早い時期 に適正規模 による統合 を実現す るように努力 して欲 しい との旨

が記 された。

しか し、2校 統合後 しば らくは要望書にある 「適正規模 による統合」は実現 しなかっ

た。その動 きが起 こったのは2006年 で、7月 に菊浜学区、稚松学区、植柳学 区、皆山学

区(当 時は六条院小学校区 と植柳小学校 区に分割 して通学)、 崇仁学区の5学 区合 同によ

る小規模校 問題検討委員会が発足、その後、約20回 の会合を経て、2010年4月 、2007

年 に下京中学校 に統合 され閉校 していた旧皆山中学校 の跡地において下京渉成小学校が開

校 した。

以上が各統合小学校の統合に至 る経緯 である。 これをみる と、一連 の統合は隣接する2

小学校 による統合 と、4校 を超 える大規模な統合 に大別す ることができる(以 下、4校 を
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超 える小学校の統合 によって成立 した統合小学校 を 「大規模統合校」 とす る)。また、2校

統合の場合 は統合する小学校の どち らか一方の施設 を使って開校 しているのに対 し、4校

以上の統合 を行 う場合 は、一次統合 によって新校舎建設の予定地 を空 け、校舎の建設を待

ってか ら本統合 を行 う方法が とられた。 これは4校 以上の統合は学校規模 の急激な拡大が

伴 うため、各校 が小規模化 してい るとはい え既存の校舎 を使用 して開校す るには無理があ

ったためだ と考え られ る。

また、これ ら一連の統合 のなかで、下京渉成小学校 は、少 し様子が異なってい る。 この

小学校 の統合過程 において六条院小学校 の開校 を一次統合、下京渉成小学校の開校 を本統

合 とするな らば、六条院小学校 の統合時点ではその後の統合 について具体的な動きはおこ

っていない。 これ は一次統合が校舎建設 のための用地確保や一刻 も早い開校を 目的 とした

ものであ り、その時点で本統合の詳細が決定 していた他の統合校 とは異なってい る。

その開校時期だけをみ るな らば、六条院小学校を一連 の統廃合 の中の2校 統合 のひ とつ

とし、下京渉成小学校 の開校 をそれ とは別個の事象 として位置づけることもできる。 しか

し、菊浜小学校 ・稚松小学校統合の際の要望書においてその統合 の位置づけが 「暫定統

合」 とされてお り、その後 の標準規模での統合 を視野に入れた ものであった ことか ら、本

研究ではあえてそれ以外の1990年 代 に行われた統廃合 と同 じ流れの上あるものと考 え、4

校が統合 された結果開校 した大規模統合校であるとした。
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IV新 統 合 校 の児 童 数 の増 加

1.児童数の推移

1988年 の 『学校は、今……』の配布 か ら始まった、一連の小学校統廃合によって、上京

区 ・中京 区 ・下京 区では31校 の小学校が閉校 し、9校 の統合校 が開校 した。 これ らの学校

は児童数 の減少 による小規模校化 によって、統合 を余儀iなくされたはずであった。

しか し、統合 が行 われてか らしば らく経つ とそれ らの小学校 の中に児童数 が増加する小

学校 が現れ は じめた。図5・ 図6・ 図7は 、それぞれ上京区 ・中京区 ・下京区において

1992年 以降に統合 を行った統合小学校 ごとに、その前身 となった各小学校(以 下 「統合前

身校」)の 児童数の合計 を統合前に遡 ってグラフに し、それに統合後 の当該小学校の児童

数の変化のグラフをつなげることで各統合校の校 区における児童数 の推移 を表 したもので

ある。 これ をみる と、一連の統合のきっかけ となった 『学校は、今 ……』が配布 された

1988年 までは、全ての統合校区で児童数 は減少を続けているが、その後全体的 に児童数の

減少が鈍化 し、一部の統合校では児童数が増加 に転 じていることが分かる。

区ごとにみていくと、図5よ り上京 区の3校 では1996年 頃までは一様 に児童数 は減少

を続けている。 そ して統合校3校 が開校 した1997年 に新町小学校の児童数が急増、西陣

中央小学校 は児童数の減少が鈍化、二条城北小学校は減少 を続 けてい る。

ただ、前述の統合の経緯で も触れているように、新町小学校は開校の際、小川小学校 ・

中立小学校 に加 えて これまでは他校 の通学区であった旧滋野学区を校 区に加 えている。そ

して、二条城北小学校開校 のきっかけとなったのが、待賢小学校 区内の旧滋野学区児童の

新町小学校への通学であった。 よって、1997年 の新町小学校の児童数増、二条城北小学校

の児童数減 には、この旧滋野学区児童の通学先の変更が少なか らず影響 していると思われ

る。 これ らを踏まえて上京 区の3校 の統合後の児童数の変化 をみる と、両校 ともおおむね

1997年 の統合時の水準 を維持 しなが らも新町小学校は微増の傾 向がみ られ る。西陣中央小

学校は、1997年 の開校 を境 に徐 々に児童数が増加 に転 じている。

図6よ り中京 区では、御所南小学校 区、洛 中小学校 区の児童数の減少が1996年 頃まで

に終息 し、その後は2000年 代前半までおおむね同 じ水準で推移 してお り、2006年 頃か ら

児童数が再び減少 に転 じてい る。高倉小学校 区は2000年 ごろまで児童数の減少が続 く

が、その後、増加 に転 じる。御所南小学校区も2003年 頃から児童数が増加 しは じめる。

図7よ り下京 区では統合校3校 ともの校区において児童数 の減少が続いていたが、2000

年頃に洛央小学校区の児童数減少が止まって増加 に転 じた。他の2統 合校区の児童数 はそ
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の後 も減少 を続 けていたが徐 々に減少が鈍化 し2008年 ごろか らは一定の水準 を保って推

移 してい る。

これ らを総合す ると、上京 区 ・中京区 ・下京区の統合小学校 区において、西陣中央小学

校 ・御所南小学校 ・高倉小学校 ・洛央小学校 の4校 で、西陣中央小学校では開校直後か

ら、他 の3校 では数年ののちに児童数が増加に転 じていることがわかる。 これ ら4校 には

共通点が あり、それはいずれ も前身 となる小学校 が4校 以上の大規模統合校であるとい う

ことである。その他の統合校は下京 区の下京渉成小学校 を除いて全て2校 間の統合であ

り、また下京渉成小学校は2010年 開校 とい う比較的新 しい統合校 であることか ら、他の

大規模統合校 とは性格が異 なっている。

京都市の教育調査統計か ら2013年 の各校 の学級数をみる と、西陣中央小学校は19学

級 、御所南小学校 は37学 級、高倉小学校は20学 級 と、児童数の増加 が認 められた学校 の

い くつかは国の定める適正規模 である12～18学 級 を超 えた大規模校 になってい る。ま

た、2013年 度の都心3区 の小学校 において適正規模 を超 えた小学校 はこの3校 の他 には

み られない。つま り、適正規模 を下回 る小規模校問題 の解決のための統廃合を行った結果

開校 した統合校の一部 が、数年後には京都市において数少ない適正規模を超えた大規模校

になったことになる。

2.都心部全体の児童数の変化

上京 区 ・中京区 ・下京 区において、1992年 以降統合 された小学校の うち、大規模 な統合

が行われた小学校 において児童数の増加 がみ られることが分かった。では、上京区 ・中京

区 ・下京 区全体における児童数は どのよ うに変化 しているのか。それ を把握する目的で

1990年 ・2000年 ・2010年 にお ける京都市上京 区 ・中京区 ・下京区の国勢調査統計区にお

ける5～9歳 人 口の変化を比較 した。

京都 市都 心部にお ける国勢調査統計 区の区分は前述の、 日本最初の小学校群 である番組

小学校時代の学区に起源 をもつ 「元学 区」 と呼ばれ る地域区分がもとになってお り、その

延長線上 にある現在の小学校 区とも親和性が高 く比較に適 している。図8・ 図9・ 図10は

それぞれ上京 区 ・中京 区 ・下京区にお ける国勢調査統計 区である。 この国勢調査統計区ご

とに1990年 ～2000年 、2000年 ～2010年 間にお ける5～9歳 人 口の増加率 を、減少 ・0～

4%・5～9%・10%以 上に分類 して観察 した。
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1990年 ～2000年 間は、上京 区の桃薗統計区が10%以 上の増加 みせたが、それ以外 の全

ての統計 区において5～9歳 人 口は減少 した。 この桃薗統計区は西陣中央小学校の校 区に

含 まれてお り、西陣桃薗小学校は他の大規統合校に先駆けて1997年 の統合直後か ら児童

数の増加が始まってい ることから、両者の関連 が推測 され る。

2000年 ～2010年 間の増減には各統計 区で差異がみ られた。その結果ごとに色分 けした

統計 区図に現在の小学校校区を重ねたものが図11・ 図12・ 図13で ある。

図11を み ると上京 区において5～9歳 人 口の増加率がプラスになっている統計区は、増

加 率0～4%の 統計区が乾隆 ・桃薗 ・聚楽、10%以 上の増加 が成逸 ・嘉楽 ・正親 ・春 日 ・中

立である。なかで も乾隆 ・桃歯 ・聚楽 ・成逸 ・正親 の統計区は東 を堀川通、西を千本通、

北を上京 区の北限、南を丸太町通に囲まれたブロックの中に集 中していることが特徴的で

ある。

この地域は京都市 において伝統的 に織物産業が盛 んな地域である西陣地域 と重 なる部分

が多い。大規模統合校 である西陣中央小学校の校区もそのブ ロックの中にあ り、5～9歳 人

口の増加がみ られる成逸 ・桃薗 ・聚楽統計区はほぼその校区に含 まれている。また、区の

南東 に位置 し、10%以 上増加 してい る春 日統計 区は上京 区に含まれているが、中京区の大

規模統合校である御所南小学校の校区である。

図12を みる と中京区において5～9歳 人 口の増加 率がプラスになってい る統計区は0～

4%の 増加が朱雀第三、10%以 上の増加が銅駝 ・富有 ・柳池 ・生祥 ・竹間 ・初音 ・本能 ・

龍池 ・明倫 ・梅屋 ・城巽 ・本能 ・朱雀第五である。 これ らの うち、朱雀第三 ・朱雀第五を

除 く12統 計 区は、堀川通以東、北端 を丸太町、南端を四条通 り、東端 を鴨川 とする地域

に集 中してお り、その地域は大規模統合校 である御所南小学校 ・高倉小学校の校 区をあわ

せた区域 とほぼ重なってい る。

図13を みると下京区において5～9歳 人 口の増加率がプラスになってい る統計 区は、0

～4%の 増加 が郁文 ・開智、10%以 上の増加が格致 ・成徳 ・豊園 ・醒泉 ・修徳 ・尚徳 ・有

隣 ・皆山 ・七条 ・七条第三である。 この うち、七条 ・七条第三 ・皆 山以外の9統 計 区は堀

川通以東、五条通以北の地域 に集 中している。その地域 は大規模統合校である洛央小学校

の校 区があ り、9統 計区中、格致 ・成徳 ・豊園 ・修徳 ・有隣の6統 計区 と尚徳統計 区の一

部がこの校区に含 まれている。また、皆山統計 区は2010年 に開校 した大規模統合小学校

である下京渉成小学校 の校 区に含まれている。
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これ らの ことを総合する と、5～9歳 人 口の増加 してい る統計 区は西陣地域周辺 と、北は

丸太町、南は五条通、東は鴨川、西は堀川通 に囲まれ た地域に集中 してい ることが分か

る。同時にその地域は西陣中央小学校 ・御所南小学校 ・高倉小学校 ・洛央小学校 といった

大規模統合校の校 区に含 まれてい る。大規模 な統廃合 が行 われた地域 とは、小規模校 問題

がよ り深刻 であった地域 と言い換えることがで きる。

京都市都 心部における小規模校問題の原因は、全国的 な少子化 とそれにもま して都 心の

ドーナツ化現象であった。統合 当時、特に ドーナツ化 による人 口減少が激 しかった と考 え

られ る地域では、その後に児童数の増加が生 じてい ることが多い。 この現象 の背景 にある

ひ とつの動き として、1990年 代後半か らの人 口の都心回帰 と呼ばれる現象があげ られる。
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V人 ロの 都 心 回帰 と京 都 市 に お け るマ ン シ ョン動 向

1.人ロの都心回帰

人 口の都心回帰現象 とはバ ブル経済崩壊後の1990年 代後半以降におこった 日本の大都

市の都心部 における人 口増加現象 のことである。 この現象 をあつかった研究 は多 く、山神

(2003)は 札幌 ・東京 ・名古屋 ・京都 ・大阪 ・神戸 ・広島 ・北九州 の9つ の都市圏におい

て人 口増加率 と都 心か らの距離の関係 を計量モデル によって分析 した。その結果、東京 ・

大阪 ・福 岡では1990年 代後半に人 口成長 の中心の遠心的移動が確認 され、また、名古

屋 ・京都 でも相対的にみると郊外周辺 の人 口増加が多いなが らも都心周辺に人 口回復がみ

られると述べた。また、各都市間に差が生 じた要因について、人 口規模 と地形条件 とによ

る土地利用圧力 の差 と、都市機能の差が考え られ ることを指摘 した。 さらに都心区の人 口

回復 に関 しては近年 の不況に伴 う地価 下落 と余剰土地 の大量放 出を景気契機 としたマンシ

ョン供給の増加 が原 因として重要であると考察 している。

富 田(2004)は 東京、大阪、名古屋 を研究対象地域 とし、これ ら三大都心の1990年 代

以後の人 口増加 は社会増加の寄与す るところが大きい とした上で、各都市の転入者、都心

地 区居住者 の特徴 を分析 した。また、都心地区にお ける社会増加 についてマンションなど

の新設が大きく寄与 した とした。都心地 区のマンシ ョン立地の要因 としてはバブル崩壊後

の地価 の下落 とそれに伴 う企業の土地の放出などによって都心地区に用地の供給があった

こと、1994年 の建築基準法の規制緩和、大都市圏の郊外住宅に対する需要の減退 と大都市

にお けるオフィス需要の低下をあげた。 また、1990年 代までの都心地区における雇用の増

大をは じめとする近年のい くつかの社会的変化によって、都心居住 の利 点 ・魅力が従来 よ

りも高 く評価 され るこ とになった ことが、住宅需要の背景にあるとした。富田は対象地域

を札幌市、東京都、名古屋市、京都市、大阪市、福岡市 に広げたその後の研 究(富 田

2013)で も、1995年 以降2010年 までの各都心区の人 口増加 は社会増加によるものである

としてお り、それ には転入者の増加 の寄与が大 きい と述べている。 この研究では6都 心区

ともに1990～2010年 の年代別人 口増加は男女 ともに30歳 代が最 も多 く、それに大 きく

寄与 したのは当該 区外か らの30歳 代の転入者が多かったこ とである としてい る。また、6

つの都心 区に共通 した変化が明 らかになった反面、都市 区間の差が大 きいこともみ とめ ら

れた としてお り、その基本要因 としてその都 心区が属す都市の階層差 を指摘 している。
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川相(2005)は 大阪市を中心 に主要大都市圏の中心都 市 とその都心部 における近年 の人

口移動 とその要因について考察 し、関西都市圏 ・東京都市圏の中心都市である大阪市 ・東

京都 区部 の近年の人 口増は社会増が大 きく寄与 してい るものの、人 口流入によるよ りも

1990年 代前半 と比較 して人 口流出に歯止めがかかることによってもた らされている部分が

大きい こと、 しか し大阪市 ・東京都区部の都心区においては社会増が顕著であ り人 口の流

入による社会増加 がみ られ ることを明 らかにした。 また、大阪 ・東京 における都心回帰の

要因 としては新規住宅の大量供給 に加 えて、高次都市機能が集積す る都心居住のメリッ ト

の再評価 と、それを促進 させた社会経済環境の変化 による ところが大きい とした。

香川(2004a,2004b,2005)は 東京 ・京阪神 ・中京 の大都市圏 を対象 として、民間分

譲マンシ ョンの供給 とその価格の変化 について考察 し、バブル崩壊 による地価の大幅な下

落の背景 として各都市の都 心部においてマンシ ョンの供給が増加 した ことを明 らかに し、

マ ンシ ョンの供給地域の変化 を需要サイ ドの 「買えるマンション」 と供給サイ ドの 「売れ

るマンシ ョン」が ともに成立可能な地域の変化である として、バブル期おける郊外の分譲

マ ンシ ョン建設 とバブル崩壊後の 「都心立地型分譲 マンシ ョンブーム」 を説明 した。ま

た、東京大都市圏 と京阪神大都市圏 ・中京大都市圏の間に分譲マンションの価格差が存在

す るとし、地方都市 との間では一層拡大す ると予測できるこの価格差が、バブル期以降の

全国各地の都 市的地域について分譲マンシ ョンを増加 させてきた一要因である可能性 に言

及 した。

宮澤 ・阿部(2005)は1990年 代後半以降の東京都心 区および都 心周辺地域 を対象地域

とし、1990年 と2000年 の国勢調査 における町丁字別 の小地域集計結果 を、GISを 利用 し

て集計 ・分析 し、その上で1990年 代後半の東京では、土地柄や景観な どの点で評価 の高

い地域、1990年 代中盤に非住宅地の土地利用が卓越 していた地域、交通網整備 によ り近接

性の向上を享受 した地域 において人 口増加化率の高い地域が多 く確認 され るとし、企業の

不動産処分や低利用地およびオ フィス ・商業施設の利用転換を うけて、また地域 によって

は鉄道の新設 ・延伸による近接性 ・利便性 の向上が、分譲マ ンシ ョンの開発 を促 し人 口回

復の要因になった と述べた。

實(2007)は 同 じくGISの 技法 を用いて大阪市の都心部にお ける地価下落の実態を観

察す るとともに、アンケー ト調査によってその実態に迫 り、都心に回帰 した階層 は20代

後半 と30代 前半が最 も多 く60歳 以上の高齢者の階層 も大きい こと、マンションの入居 は

若年層が 自宅か ら賃貸マンシ ョンへ、熟年層 は広 さのある分譲マ ンシ ョンへ、高齢者 は再
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び賃貸マンシ ョンに入る流れがあること、全体的 に移住距離は短 く郊外か ら都 心への移住

は40%ほ どでそのほ とん どが同一の鉄道系の方向に動いていることなどを明 らかにした。

また、若年層 は都 心へのあこがれ、高齢者 は環境 ・暮 らしやす さを求めてお り、大阪都市

圏の都心への人 口回帰現象はバブル経済破綻 により、実勢地価が下落 し、都市住民地代負

担力 が都心のマンシ ョン入居 に叶 うレベルに達 した ことが背景 にあるとした。

徳 田ほか(2009)は 各種統計 を用い、大阪市内の区別人 口の推移 から1980年 代以降の

大阪市の人 口増加 の促進要因を、当該す る各 区における、1970年 代以降の郊外化 に伴 う人

口増加、1980年 代 ごろか らの郊外 に移転 した工場の用地転用に伴 う人 口増加、1990年 年

代後半か らの地価下落 に伴 う商業地か ら住宅地への用途転換に伴 う人 口増加 、鉄道の新線

開通によるアクセス向上に伴 う住宅供給数 と流入人 口の増加の4点 であるとした。加 えて

人 口属 性の推移 に関 しては都 心部での女性人 口の増加、世帯規模の縮小 といった、都 心回

帰の特徴 とされる現象が大阪市 においても確認 され るとした。 また、東京都 心区と大阪都

心区の比較 を行 い、東京都 においてはウォーターフロン トの再開発事業や臨海部の埋め立

て地住宅開発 において相当数の都 営 ・区営住宅や公団 ・公社による住宅の供給がな されて

いるのに対 し、大阪市 においては都心区における公的セ クターによる住宅供給 はほ とん ど

な されていないこ とを指摘 した。そ して、 これによって大阪都心 区では郊外に比べて割高

で狭小な物件が多 くな り、ジェン トリフィケーシ ョンの傾 向をよ り強めることとなるとし

た。

小泉ほか(2011)は 東京都心湾岸部において、大規模供給 された超高層マンションでア

ンケー ト調査 を行い、従来か らの都心居住層であるシングル世帯、DINKs世 帯だけでな く

従来は郊外 に卓越する とされた子育て層 のファ ミリー世帯や郊外の持家を売却 して転居 し

た中高年層 といった多様な世帯が居住 していることを明 らかにし、それぞれの層の居住地

選択の根底 に社会的 リスクの最小化が意識 されていると推察 した。また、都 心就業者が住

宅取得 のために都心部か ら郊外 に押 し出 される圧力が以前に比べて弱まってお り、世帯が

大規模化 してもそれに応 じた住宅を郊外 に転出することな く取得可能 となったことで、都

心周辺部 においてかつての郊外化の時期 の大規模分譲住宅地の居住者 と類似 した特徴が顕

在化 している と述べた。

中川(2013)は 当時マンシ ョン建設 が増加 し、人 口が急増 していた神戸市 中心部の元町

商店街周辺地 区における新規居住者 の属性 を検討 した。その結果、新規居住者 の過半数 は

20歳 代 の若者であ り、一部は50歳 代か ら60歳 代を中心 とす る中高年層であることが明
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らかになった。また、都 心居住 の担い手は供給 されたマンシ ョンの住宅タイプに強 く影響

を受 ける との指摘 を行 った。

新出(2013)は 大阪市 の都心部 にあたる北区 ・中央 区 ・西区への人 口回帰が起こってい

ると指摘。マ ンシ ョンの供給戸数、供給棟数、平均分譲価格 と平均面積か ら、都心3区 で

供給 され はじめた分譲マ ンシ ョンへの入居が1996年 以降本格的に始 まった こと、1995年

頃か ら実需層が購i入可能な物件が進行 し、2000年 代 には3人 家族が対象 となるゆ とりの

ある居住面積が確保 され、比較的安定 した供給がな された ことな どを明らかに している。

また、マンシ ョンの大量発生の背後にあるバブル経済崩壊後における資産の処分、企業の

事業縮小や本社移転、撤退 な どによるビルや土地の売却 と、都心部の地価下落があるとし

ている。

本研究の対象地域である京都市における都心回帰現象 に言及 した研 究も多 く見 られ る。

香川(2003)は 京都市の都心3区 への人 口回帰がバブル崩壊後 しばらくしてか ら鮮 明にな

った と述べ、また、その人 口増加 は自然動態ではな く社会動態 によるものであると考えら

れ るとし、1995年 から2000年 の間に都心部において20歳 代後半～40歳 代の人 口が増加

したことを明 らかに した。古賀(2007)は1996年 以降の京都市 にお けるオフィス立地の

変化 を調査 し、中心市街地の業務地区の面積が調査範囲の5年 間で3分 の1縮 小 してお

り、特に繊維 ・衣服等卸売業 の衰退が著 しい こと。 また、都心部の旧業務地 区で1996年

～2006年 間に新築 されたマ ンシ ョンの約半数がかつての繊維関連 オフィスの跡地をは じめ

とする業務系用地か ら転用 したものであったことを明 らかにした。堀内(2009)は 京都市

において1990年 代以降の人 口増加率が高い地域が、同市 の都心部 に該 当す る地域であ り

業務 に卓越 した中心性の高い地域 であったが、1995年 以降は業務機能が弱化 し、住機能が

増大 していると述べ、特 に1995年 時点で都心部 に広い敷地面積を有 していた企業が2000

年以降その土地 を放出 した ことで、マンション建設 が加速 したことを明 らかに した。 ま

た、都心部のマンシ ョンの価格 と占有面積 の地域差が、増加人 口の特性 に地域差を生み出

していると述べた。また、 田中(2009)は マンシ ョン増加 によって進行す る都心部 の再構

築が町内、元学 区といった地域 コミュニテ ィや町内会、 自治連合会 といった地域運営アソ

シエーシ ョンに変化 を与えてい る現状において、京都市行政の主にマ ンションをめぐる対

応 を検討 し、その課題 として補完関係 にある業務の情報共有、建築後の賃貸マ ンシ ョンに

対応す る部署の不在、 自治組織 との合意形成や連携関係 の形成 をあげた。浜 岡(2009)は

同様 の現状 において、都心部 に回帰 したマ ンションな どの新住民 と地元住民間の交流を活
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発化 させ相互に助 け合 うひ とつのコミュニティとして再形成す る可能性 と課題 を、中京区

の3学 区を対象に行ったアンケー トを用いて検討 した。

以上のよ うに、人 口の都心回帰現象は主にバブル崩壊後の地価下落 による都心部 におけ

るマ ンシ ョンの供給の増加 と関連付 けて論 じられてきてお り、京都市においても同様の傾

向が明 らかにされている(香 川2003,古 賀2007)。 次節では京都市都心3区 のマンシ

ョン供給 と、大規模統合校 の児童数 の関連についてみる。

2.マ ンシ ョン動向と大規模統合校の児童数変化

ここでは大規模統合校の児童数の増加 と校 区内の分譲マンシ ョンの供給 について考察す

る。前述の ように、人 口の都心回帰現象 は、バブル崩壊後の地価下落 にともな う分譲マン

シ ョンの供給増加 が大きな要因であると先行研究によって明 らかにされてお り、京都 もそ

の例 にもれない。大規模統合校 の校 区である地域は、業務機能の拡大 に伴 う都心部 の ドー

ナツ化による人 口減少 が激 しかった地域である と考 えられ、前述 の古賀(2007)に おいて

明 らかに されたオフィス機能の衰退地域、堀内(2009)の 研究 において明 らかに されたマ

ンシ ョン建設 の増加 地域 とも重なるところが多い。 よって、都心回帰現象 の大きな要因 と

され るマンシ ョン供給 の動 向を大規模統合校の校区ごとの単位 で考察す ることで、マ ンシ

ョンの供給 と児童数の変化 の関連性を明 らかに したい と考える。

基礎資料には不動産経済研究所編 『全国マンシ ョン市場動向』を用いた。 この資料は毎

年1巻 ずつ刊行 され、刊行年の前年 に分譲 された民間資本 のマンシ ョンを原則的に全て記

載 してお り、その住所や発売戸数 も知 ることができる。そ こで、資料 の制約上1973年 ～

2013年 の範囲で、京都市上京区 ・中京 区 ・下京 区において発売 された分譲マ ンシ ョンの戸

数をそれぞれ の行政区ごとと、現在の小学校区ごとにそれぞれ分類 し、整理 した。

ただ し、今回使用 したデー タにはその性質上、賃貸マンシ ョンが含 まれていない。都心

部周辺の賃貸マ ンシ ョンは、分譲マンションに比べて単身者やDINKs世 帯 の比率が高い

と推測 され、小学校の児童数 との相関関係 は分譲マンシ ョンに比較 して小 さい と考えられ

る。本研究ではそれ らの事項 を念頭に置きつつ、分譲マンシ ョンのみに絞って検証を行

う。
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(1)行 政区ごとの傾 向

まず、区ごとに分譲マ ンシ ョン供給の傾向を分析す る。各 区の民間分譲マンションの発

売戸数 を1973年 か ら2013年 の期 間で合計す ると上京 区が5962戸 、中京区が14032戸 、

下京 区が1077戸 であ り、区によって分譲マンションの供給量に大きな差があることが分

かった。

また、供給の経年的な変化 を考察するために図14を 作成 した。 これ は各 区で一年間に発

売 された分譲マ ンシ ョンの戸数を当該年 とその前後2年 あわせて5年 単位 の移動平均で表

したグラフである。1973年 か ら2013年 までの資料 を使用 しているので、グラフ上に表 し

た期間は1975年 か ら2011年 になっている。 これ をみ ると各区のグラフにおいて共通 して

い るのは、1977年 ごろから発売戸数が増加 しは じめ、1987年 ごろにピークを迎えその後

減少 し、1992年 頃にもっとも落ち込みその後再び増加、2000年 ごろに第2の ピークをむ

かえている とい うふた こぶの形状になっている点である。

バブル経済の崩壊が1991年 であることか ら、1992年 前後はバブル経済の崩壊直後であ

り、この時期のマ ンシ ョン供給の落ち込みは、バブル崩壊後 も地価下落が不十分であ り、

加 えて体力が落 ちたマ ンシ ョン業者が土地を確保できず、結果発売戸数が減少 した ものと

推測できる。また、その後の発売戸数 の再増加 がいわゆる都心回帰 の原因であるとされ

る、バブル崩壊後の地価下落に伴 う分譲マ ンションの供給増である と思われ る。 また、

2000年 ごろの第二の ピーク後 は程度の差 はあれ どの区もその発売戸数は減少 してい るが、

その後、2011年 ごろか らわずかなが ら再増加 に転 じる傾向が読み取れ る。

区ごとに異なってい る点 としては、まず上京区は、かろ うじてふたこぶの構造は示 して

いなが らも、2000年 ごろをピー クとする第二の凸部が1987年 をピーク とす る第一の凸部

よりも明 らかに小 さい。この ことか ら、いわゆる都心回帰 につ ながった とされているバブ

ル崩壊後の分譲マ ンシ ョンの供給の伸びが、上京 区全体でみ るとバ ブル崩壊以前に比較 し

て さほ ど大きくなかったこ とが推測 され る。 中京 区は上京 区と異な り、1992年 か ら2000

年 にかけての発売戸数の伸びを表す二つ 目の凸部の大きさは、バブル崩壊前のひ とつ 目の

凸部の大き さを上回ってお り、バブル後 の都心回帰現象の要因 となった都心部の分譲マ ン

シ ョン供給が、中京 区では特に多かったことが うかがわれ る。 中京 区は北端 を御池通、南

端 を五条通、東端 を河原町通、西端 を堀川通 とす るいわゆる 「田の字地区」を有す る区で

ある。京都市の中心業務地 区として発展 してきたこれ らの地区においてバブル崩壊後、企
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業が土地を放 出 し、その土地がマンシ ョン用地に転用 されてい るこ とは、前述の古賀

(2007)の 研究でも述べ られている。

下京区は前述の ように1973年 ～2013年 における分譲マ ンシ ョンの発売戸数の総合計は

上京 区よりも大 きいが・ひ とつ 目の凸部の ピークである1987年 における民間分譲マ ンシ

ョン発売戸数 の水準は、上京 区とさほ ど変 わらない。ただ、下京 区は中京区 と同 じく、

2000年 ごろをピーク とす るバブル崩壊後の民間分譲マ ンシ ョンの発売戸数 が1987年 前後

のそれに比べて大きい点が上京区 とは異なってお り、また、上京区、中京区の民間分譲マ

ンシ ョンの発売戸数が2000年 ごろの第二のピーク後、大 きく減少 しているのに対 して、

下京 区はその減少がゆるやかであ り、分譲マ ンシ ョンの供給が2000年 ごろの ピーク後 も

一定の水準 を保ってな され続 けていたととが うかがえる
。

(2)各 小学校 区内の分譲マンションの供給量

次に、小学校の校 区ごとの分譲マ ンシ ョンの供給について考察す る。図15・ 図16・ 図

17は1974年 ～2013年 の範囲(集 計の都合上1973年 は含んでいないが、当該年は上京

区 ・中京 区 ・下京区において民間分譲マ ンシ ョンの発売は無かった)で 上京 区 ・中京 区 ・

下京 区の市立小学校の校 区(2014年 現在)に おける民間分譲マ ンシ ョンの発売戸数 を集計

し、1974年 ～1993年 と1994年 ～2013年 の期間において、各区で発売 された分譲マンシ

ョンの戸数に 占める各小学校 区内の分譲マンシ ョン発売戸数 の割合 を示 したグラフであ

る。1991年 ～1993年 の間は分譲マンシ ョンの発売数が極 めて少ないため、おおむね1974

年～1993年 はバブル崩壊以前、1994年 ～2013年 は崩壊以後のマ ンシ ョン供給 を表 してい

る。

これをみ ると、図15の 上京区においてはバブル崩壊以前 ・以後 ともに、西陣 中央小学

校区 と新町小学校 区、次いで二条城北小学校区において分譲マ ンシ ョンの供給が他 の小学

校区 と比較 して多い。図16の 中京 区においても同様 にバブル崩壊以前 ・以後 ともに御所

南小学校 区と高倉小学校 区において分譲マンシ ョンの発売戸数が他の校区に比較 して多い

が、特にバブル崩壊以後 に両校区 とその他の小学校 区の差は大き くひ らいている。図17

の下京区においてはバブル崩壊以前か ら洛央小学校校 区で比較的分譲マ ンシ ョンの発売戸

数が多かったが、バブル崩壊後、同校 区での分譲マンシ ョン発売戸数が大きく伸び、他 の

校 区に大差をつけている。
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これ らの ことか ら、各行政区において分譲マ ンシ ョン供給が盛 んな小学校区は一連の統

廃合の結果 開校 した統合小学校であ り、中京 区 ・下京 区では特にバブル崩壊 以後にその戸

数 が大きく伸びていることが分か る。 とりわけ西陣 中央小学校 ・御所南小学校 ・高倉小学

校 ・洛央小学校はいずれ も4校 以上の小学校が統合 されてできた大規模統合校であ り、同

時に統合後に児童数の増加がみ られ る小学校である。 また、上京 区の新町小学校は2校 統

合 によってできた小学校ではあるが、統合の際に新たに旧滋野学 区を通学区域 に組み入

れ、また、統合後の児童数 も増加 の傾 向を示 した統合校である。

統廃合に よって開校 した小学校は校区の範囲が周囲の小学校に比べて広 く、それが各小

学校区グラフに反映 されてい ることは考慮す る必要があるが、それ らの要素を差 し引いて

も行政 区内におけるそれ らの校 区の分譲マ ンシ ョンの発売戸数 は他 の小学校 区 と比較 して

多い傾 向にある。特に中京 区の御所南小学校 ・新町小学校 と下京区の洛央小学校のバブル

崩壊以後の伸びは、他の小学校 区においてはみ られない ものであ り、マンシ ョン供給業者

が通学 区域 をチャームポイ ン トとしてマンシ ョン分譲 を図ったことが推察 され る。

(3)各 校の詳細 な検討

前項 において上京 区においては西陣中央小学校 ・新町小学校 ・二条城北小学校 、中京区

においては御所南小学校 ・高倉小学校 、下京 区においては洛央小学校で特に分譲マ ンシ ョ

ンの供給が盛んであることが明 らかになった。 ここではそれ らを含む、都心3区 において

1992年 以降開校 した全統合小校9校 の校 区内における分譲マンシ ョン発売戸数 の推移の

傾向を詳細 に分析す る。それ ら9校 の校 区内の民間分譲マ ンシ ョンの発売戸数 の推移を、

区全体の推移を表 したグラフと同 じく、1979年 から2011年 までの範囲で当該年 と前後2

年合計5年 の移動平均で表 し、そのグラフに各年の児童数の推移 を棒 グラフで合成 したも

のが図18～ 図26で ある。 これ らのグラフを用いて、各小学校区内の分譲マ ンシ ョンの供

給動 向を把握す るとともに、それ と児童数 の推移 を比較 し、両者 の関連 について考察す

る。

それぞれの小学校 を個別にみてい くと、西陣中央小学校 においては、前述の上京区全体

の傾 向と異な り、分譲マンシ ョンの発売戸数はバブル崩壊後もそれ以前 と比較 して同水準

まで上昇 している。 このことから、西陣中央小学校 の校区では、人 口の都心回帰 を促す分

譲マンシ ョンの供給が、上京 区の中ではバ ブル崩壊後 も比較的盛 んであった と考 えられ

る。分譲マンシ ョンの供給動向 と児童数の変化 の関連 をみ ると、分譲マ ンシ ョンの供給の
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増加が1997年 ごろか ら始まってい るのに対 し、児童数 の増加は2000年 ごろか ら始まって

お り、両者の上昇 の時期にはズレがある(図18)。

新町小学校校 区における分譲マンシ ョンの発売戸数の変化 をみる と、1987年 をピー クと

す るひ とつめの凸部の存在 は認め られ るが、バブル崩壊後の分譲マ ンシ ョンの供給の大き

な増加はみ られない。児童数 も1990年 代後半以降の児童数は年 ごとの差はあるものの大

きな増減 はみ られず、一定の水準を保 って推移 していた(図19)。

二条城北小学校においては、校 区内の分譲マンシ ョンの供給が一貫 して低い水重で推移

してお り。児童数 の変化 との相関をみることはできない(図20)。

御所南小学校 においては、中京 区全体の傾 向 と同 じく、バブル崩壊後、分譲マ ンシ ョン

の供給が大き く伸びている。児童数の変化 との相関をみると、分譲マンシ ョンの供給の増

加 がみ られた後、遅れて児童数の増加が始 まっていることが分かる。分譲マ ンシ ョンの供

給は2000年 頃をピーク としてその後減少す るが、それ よ り遅れて2000年 ごろに始まった

児童数の増加 はその後 も続き、2011年 まで減少の傾 向はみ られ ない(図21)。

高倉小学校 において も、分譲マンシ ョンの供給がバブル崩壊後、大きく増加 してお り、

ピーク時の発売戸数は御所南小学校区のそれを超える。 しか しピーク後の減少速度は御所

南小学校 よ りも激 しい。児童数は分譲マンション供給の増加 に遅れて2000年 ごろから増

加 に転 じてお り、減少 の兆 しはまだ見えていえない点 も御所南小学校 と共通 している(図

22)。

洛 中小学校 においては、上京区の二条城北小学校 と同 じくバブル崩壊以前か ら分譲マン

ションの供給 は毎年おおむね50戸 を下回る低水準で推移 してお り、 しかも1979年 か ら

2011年 までに小規模 な増減はみ られ るものの一貫 して減少の傾向にある。分譲マンシ ョン

の供給量が少 ないため児童数 の変化 との相 関を読み取 ることはできないが、児童数 も一貫

して減少 の傾 向にある(図23)。

洛央小学校 区においては、下京 区全体の特徴 と同 じく、バブル崩壊直後 に分譲マンシ ョ

ン供給が激減す るも、その後大きく伸びている。 同 じくバブル後 に大きく分譲マンション

の供給が伸びた上京区の西陣 中央小学校 、中京 区の御所南小学校 ・高倉小学校 と比較 して

2000年 ごろのピークを過ぎた後 の分譲マンシ ョン供給の減少は緩やかであ り、現在で も比

較的多 くの分譲マ ンシ ョンが供給 され続 けてい るこ とが分かる。分譲マンションの供給 と

児童数の変化の関係 をみてみ ると、御所南小学校 ・高倉小学校 と同 じく、分譲マンション

の供給量の増加 が始まった時期 よ りも遅れて2000年 ごろか ら増加 に転 じている。 しか
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し、その増加量はほぼ同 じ規模でバブル崩壊後に分譲マンションの供給が伸びている御所

南小学校 ・高倉小学校 と比べ ると少ない(図24)。

梅小路小学校 においては、バブル期以前 に分譲マンシ ョンの供給 はほ≧んどみ られず、

バブル崩壊後 も平均で30戸 に届かない程度のごく小規模な増加 にとどまった。また、児

童数 は一貫 して減少 を続 けてい る(図25)。

下京渉成小学校区においては、バブル以前 とバブル崩壊後にそれぞれ分譲マンションの

供給が増加 してお り、前述のふたこぶの構造が認め られるが、その規模は1987年 ごろの

第一のピー クが100戸 程度、2000年 ごろの第二の ピークが60戸 程度 と、決 して大き くな

く、分譲マ ンシ ョンの供給の増加 と児童数 の変化の関係 をみてみると、バブル崩壊後、マ

ンシ ョン供給 が一時的に増加 しているのに対 して、児童数に大きな変化はみ られず、 この

図の範囲内においては両者 の相関は認 められない(図26)。

以上、各統合小学校において、校区内の分譲マ ンシ ョンの発売戸数 と児童数 の推移 を照

合 した結果、統合後に児童数の増加 が認 め られた統合小学校である西陣中央小学校 ・御所

南小学校 ・高倉小学校 ・洛央小学校の校 区内においては、バブル崩壊か ら当該校の児童数

の増加 が始まるまでの期間に、分譲マ ンシ ョンの供給が大き く伸びた時期があったことが

分かった。

児童数 の増加がみ られた小学校区のグラフをみる と、分譲マンションの発売戸数 の上昇

か ら5～7年 ほど後に児童数の増加が始まっている。 これは、分譲マ ンシ ョンは発売から

実際の入居までに期間が開 くこと、子 どものいる家庭 においては子 どもの入学後の転居は

転校の リスクを伴 ってい るため基本的 に子 どもの入学に先駆 けて転居 を行 うケースが多い

と考 えられること、そ して何 よりも、一般的に住宅 ロー・一・ンの年数は25年 か ら35年 であ

り、定年退職な どを考慮す るとその購i入は世帯主の年齢が比較的若 い時期に行われ ると考

え られ、そのため分譲マンシ ョンの発売時期 とその購入世帯の子 どもの小学校入学 に時間

的なズ レが生まれていると推測できる。

また、近年の児童数が同水準で推移、も しくは減少 しているその他の統合小学校の校区

内では、バ ブル崩壊後の分譲マンシ ョンの供給の増加 が認 められないか、そもそも1979

年か ら一貫 して分譲マ ンシ ョンの供給があま り盛んではなかった。 これ らのことか ら、

1992年 か ら始まった一連 の小学校統廃合によって成立 した大規模統合小学校 において起 こ

った児童数の増加 には、その5～7年 前か ら始まった分譲マ ンションの供給の増加 に とも

なって校区内に転居 して来た世帯の子 どもの入学が寄与 していると考えることができる。
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3.居住地選択の決定要因 としての統合小学校

前項において、統合小学校にお ける児童数の増加 には、校 区内の分譲マンシ ョンの供給

の増加 に ともなって校 区内に転居 して来た世帯の子 どもの入学が寄与 してい ることが明 ら

かになった。 しか し、校区内の分譲マ ンシ ョンの供給の増加がほぼ同規模である御所南小

学校 ・高倉小学校 ・洛央小学校 において、その児童数の増加の勢いには差異がある。 これ

は、各校 区の分譲マンシ ョン入居者 における子持ち世帯の占める割合の違い と、子 どもを

私立の小学校 など地元 の市立小学校以外に通学 させ る世帯の存在 によって説 明することが

できるが、その双方に 「地元の小学校の教育環境 の評価」が大きく関わっていると考え ら

れ る。

入居者 における子持 ち世帯の占める割合 とはすなわち、その地域が子持 ち世帯及び子 ど

もを持つ予定 のある世帯に とって居住地 として どれだけ好 まれているかの指標であるが、

それ らの世帯が転居先 を探索す る際には、その判断材料の一つ として、子 どもが通 うこと

になるであろ う地元の小学校の教育環境 も考慮 に入れている可能性 が高い。水戸市 中心部

のマ ンシ ョン購i入世帯の現住地選択 に関す る意思決定過程 についてアンケー トを用いて分

析 した久保(2008)の 研究において も、ファミリー世帯の現住地選択の要因 として 「子 の

教育環境」がある程度重視 されていることが示 されてお り、また、幕張ベイタウンにおい

て久保が行 った同様 の研究(久 保2010)に おいても、公立小学校の評判や私立中学の進

学率の高 さなどか ら同地域が教育熱心な世帯が多い地区とみな された ことで、公立の学区

等 を含む 「子の教育環境」 は新住居の探索地域設定の判断基準のひ とつ となっていた。

これ らは他地域の研究結果ではあるが、本研究の対象地域における子連れ のファ ミリー

世帯に とって も、地域の小学校の教育環境が居住地選択において判断基準のひ とつ となっ

ていることは十分に考え られる。 また、子 どもを地元の公立小学校 に入れない世帯につい

ても、地元 の小学校 の教育環境を考慮に入れた うえで、そ ういった選択 を行 うと考 えられ

る。 ここでも地元の小学校の教育環境 は重要な意味を持っ。っま り、大規模統合校におい

て児童数 の増加量は、その受 け皿 としての分譲マ ンシ ョンの供給増加 と、その居住者内に

おける、地元の学校の教育環境な どを含めてその地域 を居住地に選択 した子持ち世帯の割

合の多 さと、子 どもを地元の小学校に通わせない世帯の少な さによって決まっていると考

えることができる。そのため、ある地域において小学校 の教育環境の評価が高ければ、仮

に分譲マンシ ョンの供給量が同 じであっても、他の地域 よ りもその児童数の増加は受 け皿
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としてのマ ンシ ョン供給の範囲内において激 しくなる。 また、地元の小学校の教育環境へ

の評価がマ ンシ ョンの供給増加 そのものに影響 を与えることも考えられ る。マンションの

供給側に とってその地域の教育環境が一つの 「売 り」 になると認識 されれば、その地域に

おけるファ ミリー向けのマンションの建設 はそ うでない地域に比べてよ り積極 的に行われ

ると推測 できるか らである。そのよ うに考えた とき、統合後に児童数 の増加 をみせ た大規

模 統合校 には、子 どもの教育環境 として他 の小学校 よ りも高い評価 を得 る可能性がある要

素があることに気付 く。

その要素 とは第一に、校舎 の新 しさと設備の充実である。京都市の上京区 ・中京区 ・下

京区の小学校 は明治2年 に開校 した番組小学校の流れをくむ歴史ある小学校 であ り、明治

時代に建設 された校舎ではないに しても多 くの小学校の校舎はかな り以前に建設 された も

のであった。 もちろん、地域 の住民は伝統ある小学校の校舎に愛着があ り、それ ゆえにそ

の後の校舎の跡地活用について各地域 で熱心な議論 が起 こったのであるが、その一方で老

朽化 した校舎を危険視す る声もあった と考えられ る。

京都市の小学校の跡地利用 を研究 した花岡(2008)は その論文の中で 「第2回 京都市都

心部小学校跡地活用審議会」での懇談会の記録 を一部ま とめているが、「地域住民が楽 し

め愛せ るよ うな施設」(富 有)「 自治会館 を併設」(教 業)な ど、跡地 の新たな利用法につ

いての希望や 、「校舎 は表側だけで も残 してほ しい」(明 倫)「 断腸の思いである」(日 彰)

といった閉校 を惜 しみ、その姿を残 したい とい う意見 に交 じって、「校舎 も塀 も老朽化 し

早 く崩 してほしい」(立 誠)と いった意見もみ られ る。

11章で述べた各校の統合の経緯 に詳 しいが、上京 区 ・中京 区 ・下京 区の一連 の統廃合に

おいて、2校 統合 によって成立 した統合校 は基本的にその前身 となった どちらか一方の小

学校 の施設 を使って開校 してお り、新町小学校 を除いて統合 に伴 う大規模 な校舎の新設は

行われていない。 また、統合 して洛中小学校 となった 中京区の乾小学校の閉校記念誌に

は、洛中小学校 として開校す る直前に 「乾小学校校舎の内外装一新の改装工事」が行われ

た とあるが、この工事が行 われている期間も乾小学校では授業が行われてお り、第一期統

合によって建設予定地を2年 間空けて新校舎 を建設 した大規模統合校 と比べ るとその工事

の規模 は小 さい と考え られ る。

加 えてこれ ら大規模校の校舎はただ新 しいだけではない。 これ らの大規模統合校 の新校

舎案は、各地域で小規模校問題 にっいての話 し合いが行われている時期に、小学校校長会

の小規模校問題特別委員会か ら出された 目指すべき学校の具体的な学校像である 「モデル

29



校構想」 に従 ってい るとされた。洛央小学校の前身の小学校 のひ とつである豊園小学校 の

閉校記念誌には 「新校舎の基本構想 について、統合推進委員会では教育委員会 が提示 した

案の中か ら検討の結果、地上4階 地下1階 、開閉 ドーム付の屋上プv-・一一ル、人工地盤のグラ

ウン ド等 を有す る 「モデル校」に相応 しい施設設備が選定 された。」 とい う記述があ り、

大規模統合校 の新校舎建設 については、 「モデル校」の名 のもとにその教育設備 の充実が

意識的にはか られ ていたことが うかがえる。それがその後、校区の教育環境の評価 を高め

る一因になったことは想像に難 くない。

第二に、統合後、一部の大規模統合校で行われた実験的な教育実践があげられ る。大規

模統合校 の中でも統合後の児童数 の増加 が特に著 しい御所南小学校は、2002年 から2004

年まで コミュニティスクール の推進を行 う実践研究校 として文部科学省か ら 「新 しいタイ

プの学級運営に関す る実践研究」 の指定を受けている。 また、2006年 には京都市の小 中一

貫教育特 区認定 によ り、6年 生の児童が御池中学校 の校舎で学ぶよ うにな り、それに伴い

「読解科」 とい う新教科が小学校1年 生か ら9年 間を貫 く新カ リキュラム として立ち上げ

られた。

同 じく中京 区の大規模統合校である高倉小学校 も、1995年 から1999年 の間は京都市の

研究開発推進校に指定 され、2002年 か ら2005年 は京都市教育委員会によって 「京都市新

しいタイプの学校運営の在 り方に関す る実践研究」校に指定、文部科学省 の指定 を受 けた

御所南小学校 と共に、 コミュニティスクー一一・ルの事業 の推進に取組み、2006年 か らは御所南

小学校 と同 じく小 中一貫教育特区の認定事業 として6年 生が御池 中学校 の校舎で学ぶこと

にな り 「読解科」 の授業 も始 まった。御所南小学校 と高倉小学校 の6年 生が通学す ること

となった御池 中学校 もまた統廃合 によって2003年 に開校、2005年 に新校舎に移転 した統

合校であ り、こ ういった実験的な教育活動が可能であった背景には、統廃合 によって設備

や組織が一新 された ことが関わってい ると思われ る。

以上のよ うに、児童数増加がみられた一連の大規模統合校 には、他 の小学校 と比べて教

育環境が優れていると思わせ る要素が存在 し、それ らの要素はその学校 が 「大規模統合校

である」 とい うことに事態 に起因 して成立 していた。 こういった大規模統合校特有 の要素

が、その校 区の教育環境の高評価へ とつなが り、それが当時盛 んであった分譲マンション

の供給増加 と噛み合 うことで、校区内において子持 ち世帯の分譲マンシ ョンへ の入居 と、

教育環境の良さを売 りにした分譲マンシ ョン供給 のさらなる増加 を引き起 こし、それによ

って大規模統合校の児童数の増加 は進んだ ものと判断できる。つま り、大規模統合校の児
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童数増加 とい う現象は、児童数の減少 による小規模校 問題 の解決のために行われた大規模

な小学校統廃合 その ものが、その後 の当該地域の児童数増加の引き金のひ とつになってい

るとい う、逆説的な構図を持っているとい える。
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VI近 年 に お け る小 中一 貫 校 新 設 の 小 学 校 統 廃 合 的側 面

1噺 しい統廃合のかたち

1988年 の 『学校 は、今……』の配布 をきっかけとする一連 の統廃合 は、1992年 に一次

統合的に六条院小学校が開校 し、2010年 になって開校 した下京渉成小学校 を除 くと主に

1992年 か ら1996年 の間の時期に行われた。その後都 心3区 では下京渉成小学校 を除いて

統廃合は行われていない。 では、京都市における小学校統廃合の波は、 もう過 ぎ去って し

まったのか とい えば、そ うではない。近年 の京都市における小学校統廃合は、都心3区 に

隣接する東山区や南区において行われ てお り、そ こでは小 中一貫校の新設 とい う統廃合の

新 しいかたちがみ られる。 この章では、近年の新 しい小学校統廃合のかたち として、京都

市における小 中一貫校 の新設 について述べ る。

2.小中一貫教育の広が りと京都市の取組み

日本にお ける小中一貫教育の先駆 けとなったのは、2000年 に広島県呉市において文部省

(当時)の 研究開発学校 として行われ た取組みである。呉市における小 中一貫教育の教育

実践 の特徴は、義務教育9年 間を従来の小学校6年 、 中学校3年 の6・3制 を改め前期4

年 ・中期3年 ・後期2年 のいわゆる4・3・2制 をとり、特に中期 を小学校 と中学校 を結ぶ

時期 として重視 し、小中の段差を低 くす るとい うものであった。 このスタイルは 「中1ギ

ャップの克服」 といった言葉 とともに、その後の小 中一貫教育の広が りの中でその存在意

義 として大 きな地位 をしめることになる。

呉市の取組みが注 目され、その後 、 日本最初の施設一体型小 中一貫校である東京都品川

区の 「日野学園」、足立区の 「興本扇学園」な どの小中一貫校が相次いで開校 した。広 島

県呉市で行われた小 中一貫教育は文部省の 「研究開発学校制度」によるものであったが、

その後は文部科学省公示 により、「構造改革特別区域研究開発学校設置事業」が制度化 さ

れ、この制度 によって小 中一貫教育は全国に拡大 していった。 この 「構造改革特別 区域研

究開発学校事業」は小泉政権下の規制緩和 の中心政策 として位置づ けられた 「構造改革特

区」の教育分野(以 下 「教育特区」)の 特例措置のひ とつである。

青木(2011)は2011年 の時点で教育特区が使った特例措置は20で あ り、その件数は

200件 あったが、その半数 を超 える107件 で 「構造改革特別区域研 究開発学校事業」が使

われてお り、 さらに107件 の うち70件 が小 中一貫 ・連携教育を掲 げ、その中身の大部分

(65件)は 英語教育であった とし、また、小 中一貫 ・連携教育に取 り組む理由も 「中一ギ
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ヤップ」の解消を指摘す る計画書が23件 あることな どか ら、これ を構造改革特 区の教育

分野における 「規格化」であると指摘 した。そ して、その背景 には文部省が90年 代後半

から推進 してきた 「特色 ある教育や学校づ くり」の流れがある として、その内容 を各 自治

体が模索 した結果が小中一貫教育 ・英語活動であ り、そ こに良いタイ ミングで登場 した特

区制度 を使 って、各 自治体が改革課題 を具体化 した もの と考察 している。

2014年12月22日 、中央教育審議会は答 申 「子供の発達や学習者 の意欲 ・能力等 に応

じた柔軟 かつ効果的な教育システムの構築について」 の第一章において、小 中一貫教育の

制度化 と具体的な推進方策について提言 を行 った。 これを受けて今後、小中一貫教育はさ

らなる広が りを見せ ることが予想 され る。

京都市は2004年3月 に構造改革特別区域研究開発学校事業 を使用 した 「京都市小 中一

貫教育特区」の認定を受けてか ら、市内で小 中一貫教育に関す る取組みを進 めてきた。

2004年 か らはじまった御所南小学校 ・高倉小学校 ・京都御池中学校の連携、同じく2004

年度 に決 まった全小中学校 における小中連携主任の設置のほか、2007年 には 「第2回 小

中一貫教育全国サ ミッ トin京 都」 を開催 した。そ して、2011年 には小中一貫教育を全 中

学校 ブロックに展開 し、全 中学校 区で小 中一貫共通 目標を設定 した。

そ ういった小 中一貫教育に関する取組みの中で近年行われてい るのが、新設の施設一体

型 ・併用型の小 中一貫校 の開校であ り、1997年 に花脊小 ・中学校(左 京 区)、2009年 に京

都大原学院(左 京区)、2011年 に開晴小 ・中学校(東 山区)、2012年 に凌風小 ・中学校、

2014年 に東 山泉小 ・中学校が開校 した。ただ し、京都大原学院 は厳密には統合校ではな

く、市立大原小学校 と市立大原中学校 の施設お よび運営が一体化 されてい る状態である。

2014年12月21日 に京都市内の会場で行われた 「京都教育大学 フォーラム2014京 都

発:小 中一貫教育の今 とこれから」では、京都教育大学付属京都小 中学校 ・中等部教頭、

宇治市立宇治小学校 ・宇治市立黄漿 中学校副校長 とともに、京都市教育委員会か ら指導部

学校指導課主席指導主事が、パネルデ ィスカッシ ョン 「京都 の小中一貫校の今 とこれか

ら」のパネ リス トとして登壇 し、京都市の推進す る小 中一貫教育について紹介を行った。

また、同フォー ラムでは文部科学省大 臣官房審議官(初 等 中等教育担当)も 講演 を行って

い る。同フォー ラムは京都教育大学が主催、京都府教育委員会 ・京都市教育委員会が後援

してお り、そのタイ トルか らも京都府 ・京都市の小 中一貫教育推進に対する関心の高さが

うかがえる。
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3.小中一貫校の新設 と学校統廃合

小中一貫校の新設 に学校統廃合的な側面があることは、山本(2011)や 前述の青木

(2011)に おいても言及 されてい る。表2は 近年の京都市における新設 の小 中一貫校 の一

覧である。 これ をみると、左京区において開校 した花脊小 ・中学校が3小3中 の統合であ

りなが らもうち2校 は休校状態であり、実質 「2小2中 」の統合 であること、同 じく左京

区に開校 した京都大原学院は大原小学校 と大原中学校の2校 の一体化であるのに対 して、

東 山区 ・南区において新設 された小 中一貫校が、多 くの小学校 と中学校 を統合 して成立 し

た ことが分か る。 これ らの上京区 ・中京 区 ・下京区に隣接する区の都市部における小 中一

貫校 は、実質的に大規模 な学校統廃合 ととらえることができ、1988年 の 『学校 は、今…

・・』配布 に始まる一連の学校統廃合を第一の波 とするな らば
、それ に続 く第二の波 と位置

付けることができるだろ う。

皿章で も述べた通 り、学校統廃合には教育問題 としての側面 と、財政上の問題 とい う二

つの側面があ り、多 くの場合、推進派 は前者 を強調 し、反対派は後者 である と主張す る。

これ までに述べてきた上京区 ・中京区 ・下京区における小学校の統廃合 においても、小規

模校 問題 の解決は児童の教育環境 に関わる問題であると同時に、行政側 にとっては複数の

小規模な学校 をま とめることで教育の効率化をはかるとい う財政問題 の側面があったこと

は否 めない。 そ してその際、住民の合意を得 るための、統合の 「メ リッ ト」 として、前述

の 「モデル校構想」に基づ く充実 した設備 の校舎案 などが用意 された側面はあるだろ う。

前述の松尾(2013)は 統合 の際の工夫 として 「新 しい教育」 を打ち出す例が多い とし

て、東山区に開校 した開晴小 ・中学校 をその例の一つ として示 した。開晴小 ・中学校を含

め、近年京都市において盛 んに行われている小 中一貫校 の新設を学校統廃合的な側面か ら

見た場合、 「中1ギ ャップの解消」 を目的 とす るその先進的な教育実践そのものが、新 し

く整備 された校舎 と同 じく、学区の統合 による通学距離の長距離化や地域 の歴史ある小学

校 の閉校 といったマイナス面 を持つ統廃合 に対 して地域住民の合意を得 るための、統合の

「メ リッ ト」のひ とつ として存在 している といえる。

小学校統廃合には小規模校問題の解消 といった教育的意味 と、教育の効率化 とい う財政

的意味があるが、それ らは一方が一方 を隠ぺいするための 口実である といったよ うな もの

ではない と考 えられる。現在京都 市で盛んに行われてい る小中一貫教育の推進やそれに伴

う小中一貫校の新設 が教育の効率化 につながる財政的な意 味を持っていたとして も、その
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教育実践 を否定す る理 由にはな らない。 しか し、小学校統廃合の際に用意 され たそれ らの

メ リッ トが真実であればこそ、それは当該校 と周辺校の差の拡大につながるともいえる。

前述の京都教育大学フォー ラムでは、 「京都の小 中一貫校の今 とこれか ら」 と題 して、

京都市における小中一貫教育 について文科省の小中一貫教育の制度化担当者による講演

や、御所南小学校 、京都教育大学付属京都小中学校 、宇治の黄漿学園 といった小 中一貫校

の管理職 の方々のパネルデ ィスカ ッシ ョンが行 われた。そ こでは小 中一貫教育の成果のデ

ータの紹介や 、各校で行われている小 中一貫教育の実践や学校の様子 が紹介 され、小 中一

貫教育に一定の教育効果があることが示 された。具体的な例を挙げると、小 中一貫校にお

いては中学校への進学に不安 を覚える児童 の減少、小 ・中学校の教職員間で互いの良さを

取 り入れる意識や協力 して指導にあたる意識の高ま りなどがみ られ ることが、教職員への

アンケー トで明 らかになってい る。

現在の京都市 においては、全ての小中学校が 「連携型」の小 中一貫教育を行っているこ

とになってい るが、施設一体 ・併用型 の新設校 はその実践 において、それ らの小 ・中学校

よりも一歩踏み込んだ取組みができることも事実であ り、そ うでなければ統合を伴 う小中

一貫校新設 の教育的意味がな くなって しま う
。東 山区や南 区において開校 した施設一体 ・

施設併用の小中一貫校において、その設備 を活か した小中一貫教育が行われ るとすれ ば、

それがその地域 の教育環境の高評価につながることは十分 に考 えられ る。それ らの地域に

おいて新設 された小中一貫校 は開校か ら日が浅 く、児童数 の増加 が問題 になった とい う話

はいまだ聞かない。 しか し、地域の教育環境の高評価 と分譲マンシ ョンの供給 とがかみ合

った とき、上京 区 ・中京 区 ・下京区の大規模統合校において起 こった児童数増加 と同様の

現象が起きる可能性 もあると考 えられ、この地域の今後の動向が注 目され る。
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皿 おわ りに

本研究は、京都市上京 区 ・中京 区 ・下京区において1988年 の 『学校 は、今・・…・』 の配

布 をきっかけとし、1992年 か ら2010年 にかけて行われた一連 の小学校統廃合によって開

校 した学校 にその後生 じた児童数増加 の現象 の実態 とその背景 について検証 を行 った。そ

の結果、以下の知見を得ることができた。

統合後に児童数が増加 した小学校 は、1990年 代 に4校 以上の大規模 な小学校統廃合に

よって開校 した小学校であった。その背景には、①バ ブル崩壊後の地価下落による当該小

学校区内にお ける分譲マンシ ョンの供給増加 、②大規模な統合 に際 して 「モデル校」構想

の名 のもとに建築 された新校舎 などの充実 した教育施設や 、大規模 な統合によって生まれ

た実験的な教育実践を行いやすい環境による当該地域 の教育環境の評価 の高ま り、③その

高ま りの影響 を受 けた分譲マ ンシ ョンの さらなる供給の促進、 とい う三つの要素が存在 し

た。

また、近年 においても小学校統廃合は小 中一貫校の新設 とい う形で都 心3区 に隣接する

東 山区や南区で行 われてお り、その充実 した教育施設 を活用 した先進的な取組みが、教育

環境の高評価 につながることで、上京 区 ・中京 区 ・下京 区と同様 に児童数の増加 を招 く可

能性 もあ り、今後 の動 向が注 目される。

本研究では、上京区 ・中京区 ・下京 区の統合校の児童数増加減少を中心 として検証 した

ため、その前史である各校 の統合経緯 については概要を把握するにとどま り、各地域の統

廃合議論過程の詳細な検証 には至っていない。また、児童数が増加 した大規模統合校の教

育環境 の評価の高ま りと分譲マンシ ョンに転居 した世帯の居住地選択の詳細な関係 に関 し

ては当該地区のアンケー ト調査やインタビュー調査 などによって明 らかにすることができ

ると思われ る。加 えて近年、小中一貫校 の新設が行われた南区 ・東山区については今後の

動向が注 目され、当該地域 の分譲マンションの供給 についても一定の期間の後 に検証す る

ことで興味深い知見が得 られ ると思われる。 これ ら残 された課題の解明については他 日を

期 したい。
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上で必要な多 くのことを教 えていただきました。先生のア ドバイスは論文執筆が佳境 にさ

しかかった時期 に とても助 けにな りま した。

同じく指導教員の武 田先生には、ゼ ミの際に統計処理の仕方や グラフの表示の仕方につ

いて貴重なア ドバイスを頂いたほか、論文の中で 「ス トー リーをつ くる」 ことが大切 だと

い うことを教 えていただきました。また、夜 のゼ ミ室に残 って作業 していた時 に何度か差

し入れに温かい ものを作って持 ってきていただいた時は嬉 しかったです。

地理学研 究室の先輩方 ・後輩 の皆様には、毎回のゼ ミで貴重な質問を頂 きま した。 ま

た、ゼ ミの宴会の時な ど一緒に飲んだ り食べた りできて とても楽 しかったです。

私は京都教育大学地理学研 究室に学部生時代 も合わせて4年 間お世話にな りま したが、

香川先生、武 田先生 と先輩 ・後輩の皆様 のお られ る地理学研究室に在籍 できて本当に良か

った とお もいます。あ りが とうございま した。4年 間お世話にな りました。

京都教育大学社会領域のその他の先生方には、修士論文の構想発表、経過発表の際に貴

重な ご意見、ア ドバイスを頂きま した。 また、普段の講義 を通 して学ぶことも多 く、それ

も研 究の上で大変参考にな りま した。あ りが とうございま した。お世話 にな りま した。

大学院の先輩方 ・後輩 の皆様 には普段 の大学院での活動の上でお世話 にな りま した。ま

た、それだけではな く、先輩方は卒業直前に私たちの代の修士論文 の構想にア ドバイスを

下 さる機会 をわざわざ設 けて下さいま した。後輩の皆様 とは院生室や大学の帰 り道でお互

いの研究テーマに関す ることを話す機会が何度かあ り、 とて も楽 しく、また大変刺激 にな

りま した。 あ りが とうございました。
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京都市役所情報公開 コーナー ・京都府立図書館 ・京都府立資料館 ・国立国会図書館関西

館の職員 の皆様には、資料収集の際に大変お世話にな りま した。知 りたい情報だけを伝 え

て、その情報 が載った資料を職員 の方 に長い時間をかけて探 していただいたことも幾度 と

なくあ りま した。あ りが とうございま した。

最後に、大学院の同輩 の皆様には、2年 間を通 して本 当にお世話 にな りま した。修士論

文構想発表会や 中間発表会な どはも し一人ならプ レッシャーに負けて しまったかもしれま

せんが皆様の存在が励みにな りま した。なによ り、2年 間を通 じて皆様の存在があったか

らこそ、私 は皆様に遅れを取 らぬ ように と自分にはっぱをかけ、研究を進めることが出来

ま した。あ りが とうございま した。
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京都市における児童数の推移(単 位:人)
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図1京 都市における児童数の推移(単 位:人)
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(『ゼ ンリン住宅地図 京都府 京都市上京 区2014』 をもとに作成)

47

千



朱雀第八

朱雀第四

雀第_

雀第

朱!J

朱雀第一

朱雀第三

洛中

御所南

250m500m
一 牛

図3京 都 市中京区における小学校校区図(2014年 現在)

(『ゼン リン住宅地図 京都府 京都市中京 区2014』 をもとに作成)

七条第三

西大路

光徳

淳風

梅小路

醒泉

洛央

下京渉成

醐4
図4京 都市下京区における小学校校区図(2014年 現在)

(謄 ンリン住宅地図 京都府 京都市下京区2014』 をもとに作成)

48



上京区における

統合校区別児童数の変化(人)

一 西陣中央小 合計 一■一新 町小 合計 一 二条城北小 合計

1400

1200

1000

800

600

400

200

0

出一姻一鮭1叶 出一肝 出一lll一肝 廿 増一惜i,11一出一出一惜 肝1廿Ul-Ul-Ul一 肝 缶 思 出一出一!叶廿 廿 鮭 鮭 廿1叶 思 無
①O-Noう ・寸LOく9卜oOσ うOH(NOう 「寸LQく9卜oOOOH(NOう 「守 ゆ ㊤ 卜oO①Or→(NCつ
ト。Q◎Q◎Q◎0◎000000◎DOO◎ ◎OOσ ∋ σうOOOOOOOOOOOOOOOO1一 司'一→F→F司
ooσto① ①ooo① ㊦oσb① σtoσ}oσ 》oooooooooooooooo
F→F→HF→F→H層 咽 回F司F司Hr司H-7咽HF■-MP→F→(N(N(N(N(N(N〔N(N(N(N(N(N(N(N
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図14都 心3区 における分譲マンシ ョン発売戸数の推移(単 位:戸)

(不動産経済研究所 『全国マンション市場動向』のデータを用い、5年 の移動平均で示 し

た)
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小学校区別にみた

分譲マ ンシ ョン発売戸数の推移

(上京区、単位:戸)
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図15小 学校区別に見た分譲 マンシ ョン発売戸数 の推移(上 京区、単位:戸)

(不動産経済研究所 『全国マ ンシ ョン市場動向』の住所データから分類)
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図16小 学校区別に見た分譲マンシ ョン発売戸数の推移(中 京 区、単位:戸)

(不動産経済研究所 『全国マンシ ョン市場動向』の住所データか ら分類)
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小学校区別にみた

分譲マ ンシ ョン発売戸数の推移

(下京区、単位:戸)
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図17小 学校 区別 に見た分譲マ ンシ ョン発売戸数の推移(下 京 区、単位:戸)

(『全国マンション市場動向』 の住所データか ら分類)
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図18西 陣中央小学校 区における分譲マ ンシ ョン発売戸数 と児童数の推移(単 位:戸 、人)

(京都市教育調査統計および 『全国マンシ ョン市場動向』 よ り作成。マンシ ョン戸数は5

年の移動平均)
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図20二 条城小学校区における分譲マンション発売戸数と児童数の推移(単 位:戸 、人)

(京都市教育調査統計お よび 『全国マ ンシ ョン市場動向』 より作成。マ ンシ ョン戸数は5

年の移動平均)
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御所南小学校区における

分譲マンション発売戸数 と児童数の推移
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図21御 所南小学校区にお ける分譲マ ンシ ョン発売戸数 と児童数 の推移(単 位:戸 、人)

(京都市教育調査統計および 『全国マ ンシ ョン市場動 向』 よ り作成。マンシ ョン戸数は5

年の移動平均)
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高倉小学校区における

分譲マンション発売戸数 と児童数の推移
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図22高 倉小学校 区における分譲マ ンシ ョン発売戸数 と児童数の推移(単 位:戸 、人)

(京都市教育調査統計および 『全国マ ンシ ョン市場動 向』 よ り作成。マンシ ョン戸数は5

年の移動平均)

57



}洛 中小学校区における

分譲マ ンシ ョン発売戸数 と児童数の推移
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洛 中小学校 区における分譲マ ンシ ョン発売戸数 と児童数 の推移(単 位:戸 、人)

(京都市教育調査統計お よび 『全国マ ンシ ョン市場動向』 より作成。マ ンシ ョン戸数は5

年の移動平均)
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洛央小学校区における

分譲マンション発売戸数 と児童数の推移
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図24洛 央小学校区における分譲マンション発売戸数 と児童数の推移(単 位:戸 、人)

(京都市教育調査統計および 『全国マ ンシ ョン市場動 向』よ り作成。マンシ ョン戸数は5

年の移動平均)
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図25梅 小 路小 学校 区にお け る分譲 マ ンシ ョン発 売 戸数 と児 童数 の推 移(単 位:戸 、人)

(京都 市教 育調 査 統計 お よび 『全 国マ ン シ ョン市場動 向』 よ り作成 。 マ ンシ ョン戸数 は5

年 の移動 平均)
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図26下 京渉成小学校 区における分譲マ ンシ ョン発売戸数 と児童数の推移(単 位:戸 、人)

(京都市教育調査統計および 『全国マンシ ョン市場動向』 よ り作成。マンシ ョン戸数は5

年 の移動平均)

59



表1京 都市都心3区 における小学校統廃合

(京都市教育委員会且P内 「京都市の学校統合の一覧」をもとに作成)

上京区

統合前学校名

聚楽小学校

1995年 統合

桃薗西陣小学校

統合後

1997年 開校

西陣中央小

小川小学校
中立小学校

元滋野学区

1995年 統合1997年 開校

小川中立小学校 新町小学校

出水小学校

待賢小学校

1997年 開校学校

二条城北小学校

中京区 立誠小学校 1993年 統合

高倉東小学校

1995年 開校

高倉小学校

生祥小学校
日彰小学校

明倫小学校 1993年 統合

高倉西小学校本能小学校

富有小学校1993年 統合

竹間富有小学校

梅屋小学校

春日小学校

1995年 開校

御所南小学校

教業小学校
乾小学校

1992年 開校

洛中小学校

下京 区 開智小 学校(1983年 、永 公小 と統 合)1992年 開校

洛央小学校

〆

格致小学校

菊浜小学校1992年 開校

六条院小学校

植柳小学校

崇仁小学校

2010年 開校

下京渉成小学校

安寧小学校

大内小学校

1996年 開校

梅小路小学校
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表2近 年京都市内で開校 した小中一貫校の一覧

(京都市教育委員会の 且P内 「京都市の学校統合 の一覧」な どをもとに作成)

統合前校名 統合後校名

東山区2004年 開校

白川小

左京区

2002年 開校

東山小

2014年 開校

東 山泉小 ・中学 校

大原小

大原中

2007年 開校

京都大原学院

(厳密には統合でIJ

南区 2012年 開校

凌風 小 ・中学校
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